
43

ICTによる社会的課題の
解決を目指して

CSR報告書等で
振り返るこの10年

2005-2014



44

ICTによる社会的課題の解決を目指して

I
C
T
に
よ
る
社
会
的
課
題
の
解
決
を
目
指
し
て

社会貢献活動からスタート

ICT による社会的課題の解決を目指
した CSR の取り組みの歩み

　NTT では、1985 年の民営化以降も、日本電信電話公
社時代からの伝統を引き継ぎ、精力的に社会貢献活動に
取り組んできました。社会貢献活動を効果的に展開する
ため、NTT の活動シンボルとして、全社をあげて実施す
る「全社的共通テーマ」（「世界を結ぶ心のコミュニケー
ションの構築」「テレコミュニケーションによる福祉サー
ビスの提供」「新しいコミュニケーション文化の形成」「自
然環境保護のための社会貢献活動への参画」の 4つ）を
設定していました。一方、それぞれの事業所は地域特性
などに応じて独自に「自然環境保護」「社会福祉」「教育・
文化振興」「地域振興」「地域交流」「国際交流」「スポー
ツ振興」という 7つの「個別テーマ」を設定していました。
個別テーマについては、現状も社会貢献活動の 6つの柱
として活動を推進しています。
　当時から継続されている代表的な事例として、「電話

お願い手帳」があります。
　耳や言葉の不自由な方のコミュニケーションを支援す
るために、外出先で電話をかけるとき、あらかじめ連絡
先や用件を記入し、近くの人に電話をお願いできる「電
話お願い手帳」というツールを提供し、1983 年以来毎年、
支店お客さま窓口や地方自治体・福祉団体等を通じて配
布を行っています。また、メモが書き直せる「電話お願
いメモ」やファクシミリ送付用紙「ふれあい速達便」な
ども配布しています。
　2015 年度版も 16 万部を発行し、NTT
東西の各支店をはじめ地方自治体や福
祉団体等を通じて、2014 年 12 月 15 日
から、耳や言葉の不自由な方に順次配
布しています。

地球環境問題への取り組みに着手

　1991 年 1 月にパリで開催されたOECD 環境大臣会合
や 7 月に開かれたロンドン・サミットで環境問題が大き
く取り上げられました。ストックホルム国連人間環境会
議の 20 周年に当たる 1992 年 6 月には、リオデジャネ
イロで環境と開発に関する国連会議（地球サミット）が
開催され、地球環境問題は全世界規模で取り組むべき
テーマとなりました。こうした中で、日本の企業も地球
環境問題への取り組みを強め、1991 年 4 月には経団連
がいち早く「地球環境憲章」を発表しました。
　NTT グループにおいても、1991 年 4 月に本社に環境
問題対策室を設置、7 月には環境に関する全社的な意思
決定機関として地球環境保護推進委員会を設置しました。
さらに 10 月には NTT グループの環境基本理念、基本方
針、推進体制などを定めた「NTT 地球環境憲章」を制
定すると同時に、紙資源対策、温暖化対策、廃棄物対策、
オゾン層保護対策などの主要行動計画目標を定めた「地
球環境保護対策基本プログラム」を制定しました。
　1992 年 3 月からは、各事業部などのアクションプラ
ンをまとめた詳細プログラムを策定し、1997 年 11 月に

は地球環境保護推進委員会のもとに重要な六つの課題へ
の取り組みを推進する課題別委員会を設置しました。
　そして 1999 年 7 月の NTT の再編を機に、持続可能な
社会の実現に向けて、事業活動と地球環境保護を両立さ
せることを目指し、環境保護推進に関する基本コンセプ
トとして「NTT グループ・エコロジー・プログラム 21」
を制定しました。NTT グループ ･エコロジー・プログラ
ム 21 は、同年に新たに制定した「NTT グループ地球環
境憲章」を軸として、環境保護における地域貢献と最先
端の環境技術の研究開発を加えた 3 本柱からなっており、
NTT グループが情報流通企業として、事業分野での環境
負荷の低減と環境技術の開発による社会全体の環境負荷
低減へ貢献していくことを宣言したものでした。
　2000 年 3 月には、1991 年に定めた 2000 年度までの
主要行動計画目標の達成状況を確認するとともに、「紙
資源節減」「温暖化防止」「廃棄物削減」の各項目につ
いて計画目標を見直し、2010 年度の目標設定を行いま
した。さらに 2006 年 5 月には「NTT グループ・エコロ
ジー・プログラム 21」における事業活動と地球環境保
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護の両立、及び社会全体の環境負荷低減への貢献に資す
るべく、「NTT グループ環境貢献ビジョン」を策定しま
した。これは、ICT サービスの提供によってお客さまと
社会全体の環境負荷低減に貢献する活動の指針であり、
2010 年に ICT サービスの提供による社会の CO2 削減量
を 1,000 万トンとする目標を掲げました。
　2010 年には、これらの 2010 年度までの目標を達成
したことを受け、「NTT グループ地球環境憲章」の基本
方針に「生物多様性の保全」を追加した上で、新たに
2020 年に向けた NTT グループの環境ビジョンとして
「THE GREEN VISION 2020」を発表し、「低炭素社会の実
現」「循環型社会の形成」「生物多様性の保全」を未来に

わたって取り組むべき 3 つの環境テーマとして設定し、
定量的な目標や具体的な取り組みの考え方を定め、取り
組みを進めています。

CSRの取り組みを推進

　企業活動において経済、環境、社会の側面を総合的に
捉え、コーポレートガバナンス、企業倫理・コンプライア
ンスをベースに、企業の説明責任と社会の持続的な発展
に貢献することが求められる中、NTTグループではCSR
（企業の社会的責任）を継続的かつ適切にマネジメント
していくために「CSR 推進室」を設置、2005年 6月には
副社長を委員長とし副社長以下の全取締役で構成される
「CSR委員会」を設置しました。また、内部委員会として「地
球環境保護推進委員会」「社会貢献推進委員会」を設置し、
現在まで体系的・継続的にCSRを推進しています。
　2006年にはグループ各社が推進してきたCSRをより積
極的な活動とするための基本方針として「NTTグループ
CSR 憲章」を制定（2011年 6月改定）し、グループ一体
となってCSRを推進してきました。2006 年からは、「グ
ループ CSR 連絡会」を定期的に開催し、グループ共通課
題に対する議論や各社優良事例の共有などを行っていま
す。また、社員参加型環境貢献施策の検討を行う「Green 
with Team NTT 推進ワーキンググループ」など、課題・テー
マ別に各種ワーキンググループを設置し、グループ横断
的なプロジェクトを通じて、よりグループ一体的な活動の
推進を目指しています。
　さらに2008 年 11月には「NTTグループ CSR 憲章」の
一層の浸透を図りながら、国内外の社会的課題に対して

グループがより一体となって貢献していくために、グルー
プ各社が共通して取り組んでいく「NTTグループ CSR重
点活動項目」を定めるとともに、グループ各社がこの重
点活動項目に基づいて自社の活動のPDCAサイクルを管
理していけるよう「NTTグループ CSR 活動要領」を策定
しました。2009 年度には、事業との連動を図りグループ
全体の活動レベルを高めていくために、8つの CSR 重点
活動項目ごとにグループ各社で「CSR 取り組み施策」を
策定しました。2011年度からは、それぞれグループ共通
の「定量指標」の設定を開始し、2012 年度には、8項目
全ての定量指標設定を完了しました。
　また、社会全体でのCSR 意識向上を目指して1999 年
度から「環境・社会報告書シンポジウム」を開催しており、
2014 年 2月には、NTTグループ各社がそれぞれ実施して
いたCSRの取り組みを一層浸透させることを目的として、
「NTTグループ CSRカンファレンス」を開催しました。
　取り組みの根幹にあるのは、ICTを通じた社会的課題の
解決です。社会から解決が期待される課題にこそ成長機
会があると考えています。ビジネスとCSRは切り離せな
いものであり、中期経営戦略も社会的責任の遂行と考え、
今後も、日本及び世界の持続的発展に貢献する “バリュー
パートナー ”として、グローバル ICT 企業グループに相応
しいCSRの取り組みをより一層進めていく考えです。

社外からの評価

　NTT は、SRI( 社会的責任投資 )評価機関から高い評価
をいただいており、2014年 3月31日現在において、国際
的な SRI インデックスである、「Dow Jones Sustainability 
Asia Pacifi c Index」 と「Ethibel Sustainability Index（ESI）
EXCELLENCE Global」に組み入れられています。
　また、企業の気候変動に関する情報開示の評価・格

付けにおいて、世界の投資家から最も信頼性が高いとさ
れるCDPから、CDP2013では国内の通信事業者では唯一
「気候変動情報開示先進企業（CDLI）」に、またCDP2014
では CDLIに 2年連続で選定されるとともに、日本の通信
事業者でははじめて「気候変動パフォーマンス先進企業
（CPLI）」にも選定されました。
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「NTTグループCSR報告書」の発行へ
　NTT グループでは、地球環境問題にグループ一丸と

なって積極的に取り組んできました。1991 年に「NTT

地球環境憲章」を制定し、紙資源対策や CO2 対策など

を真剣に考えてきました。そして 1999 年 7 月のグルー

プ会社再編を機に、環境保護推進に関する基本コンセプ

トである「NTT グループ・エコロジー・プログラム 21」

を制定するとともに、地球環境問題への取り組みを取り

まとめ「環境保護活動報告書」として発行してきました。

2003 年以降は、NTT グループとして環境会計も公表し

てきました。

　2005 年度からは、環境保護活動のみならず、グルー

プが継続的に取り組んできている社会的・経済的活動に

ついても広く皆さまにご理解いただけるよう、「環境保

護活動報告書」を「NTT グループ CSR 報告書」として

発行しています。加えて 2014 年度からは、投資家によ

る環境・社会・ガバナンスといった非財務情報の開示

ニーズが高まっていることを踏まえ、CSR 報告書の内容

をアニュアルレポートに取り込み、非財務情報を充実さ

せた統合レポートとして発行しました 。

CSRの基本スタンスを確認

　「CSR 報告書 2005」では、NTT グループのミッション

を、①企業価値を高め、株主さまをはじめ皆さま方の期

待に応えていくこと、② NTT 法に定められているユニ

バーサルサービスなどの " 法の責務 " を果たしていくこ

と、③ e-Japan 戦略等、国の IT 戦略の実現に貢献して

いくことの 3つとし、これらのミッションを貫く経営の

基本姿勢として、企業としての社会的責任を自覚しつつ、

社会の持続的な発展に貢献していくことを掲げ、コンプ

ライアンス ( 法令遵守 ) や、個人情報の保護に取り組む

ことはもとより、ブロードバンド・ユビキタスサービス

を通じ、日本や世界が抱える社会・環境問題などの解決

に向けて、より積極的に貢献していくことがNTT グルー

プの CSR そのものであるという基本スタンスを打ち出

しました。

　また、2004 年 11 月に発表した「NTT グループ中期経

営戦略」に基づき、安心・安全なブロードバンド・ユビ

キタス社会の実現のため、ステークホルダーの皆さまと

継続的にコミュニケーションを図りながら、経済的側面

はもとより、事業を通じて社会的・環境的な様々な課題

の克服に向け、CSR の取り組みの充実を目指すこととし

ました。

2005（平成17）年度
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NTTグループのミッションと中期経営戦略

NTTグループが未来に向けて目指していること

1. 固定通信と移動通信の融合などを実現するブロードバンド・ユビキタスサービスの開発・普及

2. 高品質・柔軟でセキュリティを担保する次世代ネットワークの構築  

3. 既存の固定電話からIP電話、メタルから光アクセスへの円滑なマイグレーション

4. ブロードバンド・ユビキタスサービスを活かした事業機会の拡大

5. 競争力の強化と財務基盤の確立

1.  NTTとしての総合力を活かして、ブロードバンド・ユビキタスマーケットの創造に積極的に取り組み、 
 e-Japan戦略やu-Japan構想の実現に貢献します

2. お客さまにとって安心・安全で便利なコミュニケーションネットワーク環境とブロードバンドアクセス基 
 盤を構築し、既存の固定電話サービスからIP電話サービス、メタルから光アクセスへの円滑なマイ 
 グレーション（移行）を行います

3. 企業価値の向上に努め、持続的な発展を目指します

要です。そのためには、機器やネットワークのコネクティビティ（接続性）やセキュリティの標準化や、お客さまが事業者やサービスを自由
に選択できるネットワーク環境が必要です。
　さらに、デジタルディバイド※2の解消も社会的課題となっています。活力ある高齢化社会を実現するためには、いわゆる「デジタル弱
者」にとっても使い勝手のよい利用環境の実現（機器の操作性やネットワークサービス利用の簡便性の向上など）が必要です。また、地
域社会の活性化や遠隔の医療や教育などの推進のためには、ブロードバンド化の地域格差の解消が求められています。
　こうした課題の解決に向けて、広く産業界や政府による一体的な取り組みが必要であり、NTTグループとしても最大の努力をしていく
考えです。

経営目標

［NTTグループ中期経営戦略］

豊かな社会の実現

4

NTTグループのCSR

　NTTグループは、情報通信産業の担い手として、従来より社会的責任を果たすべく事業に取り組んできました。
NTTグループのCSRとは、NTTグループが果たすべき役割（ミッション）を実践していくことだと考えます。そこで、どのよ

うにすればグループのミッションを果たしていくことができるか中長期的な視野で考え、2004年11月、「NTTグループ

中期経営戦略」を発表しました。

　安心・安全なブロードバンド・ユビキタス社会の実現のため、今後も皆さまと継続的にコミュニケーションを図りながら、

経済的側面はもとより、事業を通じて社会的・環境的なさまざまな課題の克服に向け、CSR活動の充実を目指します。
 

NTTグループのミッション

NTTグループは直面する社会・環境問題について、
ブロードバンド・ユビキタスサービスにより解決のサポートをしていきます。

NTTグループでは、次の3つをミッションとしています。

具体的な取り組み

※2 デジタルディバイド：情報格差。パソコンやインターネットなどの情報技術を使いこなせる者と使いこなせない者の間に生じる格差 

「NTTグループは、これからも安心・安全なサービスを提供し続け、
いつまでも皆さまに信頼される企業としてお役に立ち続けます」

NTTグループのCSRとNTTグループ中期経営戦略

1.企業価値を高め、
株主さまをはじめ皆さま方の
期待にこたえていくこと

3.e-Japan戦略等、
国のIT戦略の実現に
貢献していくこと　

2.NTT法に定められている
ユニバーサルサービス等の

この3つのミッションを貫く経営の基本姿勢として「企業としての社会的責任を
自覚しつつ、社会の持続的な発展に貢献していくこと」を実践し、

コンプライアンス（法令遵守）や、個人情報の保護に取り組むことはもとより、
ブロードバンド・ユビキタス※1サービスを通じ、日本や世界が抱える社会・

環境問題などの解決に向けて、より積極的に貢献していきます。 

※ 1 ブロードバンド：高速・大容量の通信　
　　ユビキタス：インターネットなどの情報ネットワークに、いつでも、どこからでも接続できること 

　　ブロード
バンド・ユビキタスサービス

個人がもつ

個人・企業の情報の
安全な流通

遠隔・予防医療など
高年齢者・弱者支援

シニア・女性などの
就労機会の拡大

防犯・災害に強い
社会づくり支援

個人の嗜好に合った
情報活用

エネルギーの削減

教育機会・
レベルの向上

ビジネスプロセスの
変革・変容

中小企業の新たな
ビジネス機会の創出

社会・環境問題
少子高齢化への対応 雇用ミスマッチの解消

介護支援 環境負荷低減

教育機会の多様化 エネルギー削減
など

サポート



　NTT は、CSR 活動を継続的

かつ適切にマネジメントして

いくために、2005 年 6 月に

副社長を委員長とする「CSR

委員会」を設置しました。

CSR 委員会には、内部委員会

として「地球環境保護推進委

員会」「社会貢献推進委員会」

を設置し、体系的・継続的に

CSR 活動を推進しています。

また、NTT グループとしての

一体的なCSR活動を推進して

いくために、2006 年からは

「グループ CSR 連絡会」を定

期的に開催して課題や各社の

CSR 活動事例を共有していま

す。
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 e-Japan戦略やu-Japan構想の実現に貢献します

2. お客さまにとって安心・安全で便利なコミュニケーションネットワーク環境とブロードバンドアクセス基 
 盤を構築し、既存の固定電話サービスからIP電話サービス、メタルから光アクセスへの円滑なマイ 
 グレーション（移行）を行います

3. 企業価値の向上に努め、持続的な発展を目指します

　ブロードバンド社会の健全な発展のためには、お客さまが“安心・安全”で、手軽に“つながる”情報通信サービスをうけられることが重
要です。そのためには、機器やネットワークのコネクティビティ（接続性）やセキュリティの標準化や、お客さまが事業者やサービスを自由
に選択できるネットワーク環境が必要です。
　さらに、デジタルディバイド※2の解消も社会的課題となっています。活力ある高齢化社会を実現するためには、いわゆる「デジタル弱
者」にとっても使い勝手のよい利用環境の実現（機器の操作性やネットワークサービス利用の簡便性の向上など）が必要です。また、地
域社会の活性化や遠隔の医療や教育などの推進のためには、ブロードバンド化の地域格差の解消が求められています。
　こうした課題の解決に向けて、広く産業界や政府による一体的な取り組みが必要であり、NTTグループとしても最大の努力をしていく
考えです。

経営目標

［NTTグループ中期経営戦略］

豊かな社会の実現

4

NTTグループのCSR

　NTTグループは、情報通信産業の担い手として、従来より社会的責任を果たすべく事業に取り組んできました。
NTTグループのCSRとは、NTTグループが果たすべき役割（ミッション）を実践していくことだと考えます。そこで、どのよ

うにすればグループのミッションを果たしていくことができるか中長期的な視野で考え、2004年11月、「NTTグループ

中期経営戦略」を発表しました。

　安心・安全なブロードバンド・ユビキタス社会の実現のため、今後も皆さまと継続的にコミュニケーションを図りながら、

経済的側面はもとより、事業を通じて社会的・環境的なさまざまな課題の克服に向け、CSR活動の充実を目指します。
 

NTTグループのミッション

NTTグループは直面する社会・環境問題について、
ブロードバンド・ユビキタスサービスにより解決のサポートをしていきます。

NTTグループでは、次の3つをミッションとしています。

具体的な取り組み

※2 デジタルディバイド：情報格差。パソコンやインターネットなどの情報技術を使いこなせる者と使いこなせない者の間に生じる格差 

「NTTグループは、これからも安心・安全なサービスを提供し続け、
いつまでも皆さまに信頼される企業としてお役に立ち続けます」

NTTグループのCSRとNTTグループ中期経営戦略

1.企業価値を高め、
株主さまをはじめ皆さま方の
期待にこたえていくこと

3.e-Japan戦略等、
国のIT戦略の実現に
貢献していくこと　

2.NTT法に定められている
ユニバーサルサービス等の
“法の責務”を果たしていくこと

この3つのミッションを貫く経営の基本姿勢として「企業としての社会的責任を
自覚しつつ、社会の持続的な発展に貢献していくこと」を実践し、

コンプライアンス（法令遵守）や、個人情報の保護に取り組むことはもとより、
ブロードバンド・ユビキタス※1サービスを通じ、日本や世界が抱える社会・

環境問題などの解決に向けて、より積極的に貢献していきます。 

※ 1 ブロードバンド：高速・大容量の通信　
　　ユビキタス：インターネットなどの情報ネットワークに、いつでも、どこからでも接続できること 

　　ブロード
バンド・ユビキタスサービス

個人がもつ
“知”の流通・向上

個人・企業の情報の
安全な流通

遠隔・予防医療など
高年齢者・弱者支援

シニア・女性などの
就労機会の拡大

防犯・災害に強い
社会づくり支援

個人の嗜好に合った
情報活用

“移動”に伴う時間・
エネルギーの削減

教育機会・
レベルの向上

ビジネスプロセスの
変革・変容

中小企業の新たな
ビジネス機会の創出

社会・環境問題
少子高齢化への対応 雇用ミスマッチの解消

介護支援 環境負荷低減

教育機会の多様化 エネルギー削減
など

サポート

NTTは、CSRを継続的かつ適切にマネジメントしていくた
めに、2005年6月に副社長を委員長とする「CSR委員会」を
設置しました。CSR委員会には、内部委員会として「地球環
境保護推進委員会」「社会貢献推進委員会」を設置し、体系
的・継続的にCSRを推進しています。また、NTTグループと
しての一体的なCSRの推進に向け、「グループCSR連絡会」
を定期的に開催して実践上の共通課題に対する議論や各社
優良事例の共有などを行っています。

2008年度、「NTTグループCSR重点活動項目」の設定と
ともに「NTTグループCSR活動要領」を策定しました。NTT
グループはこの活動要領に基づいて、重点活動項目の実施
状況のPDCAを相互に確認し合いながら、グループとして一
体感のあるCSRを推進しています。

2010年度は「NTTグループCSR重点活動項目」のPDCAを
より実効あるものとしていくために、事業計画マネジメントとの
関連づけに着手しました。同年11月に発行されたISO26000
も踏まえ、CSRと経営課題との連動に向けて取り組んでいき
ます。

NTTグループとして定めたCSR重点活動項目と活動要領に基づいて
グループ各社とともにPDCAマネジメントを実践していきます。

NTTグループは、2006年6月、グループのCSRの基本的な理念･指針となるCSR憲章を制
定し、社内外に表明致しました。そのなかには、“コミュニケーション”―すなわちNTTグループ
の本来業務であるICTを通じて、人と社会と地球がつながる安心･安全で豊かな社会の実現に
貢献するというメッセージを込めています。以後、その理念の浸透と着実な実行に向けて、グ
ループ横断的なワーキンググループを設置し、マネジメントの充実を図ってきました。

2008年度には、CSR憲章を踏まえつつグループ各社がより一定の方向性をもってCSRに
取り組めるように「重点活動項目」を設定しました。グループ各社は、毎年度その重点活動項目
に沿ったCSR活動目標を設定し、その達成に向けてPDCAを遂行しています。これらの営みを
着実に進めることで、グループ一体的なCSRの充実･推進に取り組んでいきます。

2010年11月、社会的責任（SR）の国際標準規格であるISO26000が発行されました。 こ
れを受け、事業活動のグローバル化を進めているNTTグループでは、世界標準に沿った形で
CSRマネジメントを充実していくために、2010年度はCSR憲章を改めて見直しました。その
結果、ISO26000で重視されている「人権」と 「労働慣行」という2つの中核主題をより明確に
表現するため、憲章の一部を改定しました。また同様の考えのもと、人権基本方針の改定も進
めています。

NTTグループは、社員一人ひとりも、またその集合体である組織としても、国際社会の一員
として社会的責任の遂行に真摯に取り組んでいきます。

世界標準を踏まえたマネジメントを実践していきます。

代表取締役副社長
金澤 薫

CSRマネジメント

NTTグループのCSR推進体制

グループCSR連絡会議の様子

取締役会

社長（幹部会議）

各種委員会

CSR委員会 グループCSR連絡会

CSR推進ワーキンググループ地球環境保護推進委員会

社会貢献推進委員会

企業倫理委員会

ビジネスリスクマネジメント推進委員会

NTTグループのCSR推進体制

CSRマネジメント体制

CSRマネジメントのさらなる充実に向けて

NTTグループ CSR報告書 2011 22

47



CSR報告書2006より抜粋

48

ICTによる社会的課題の解決を目指して

I
C
T
に
よ
る
社
会
的
課
題
の
解
決
を
目
指
し
て

NTTグループCSR憲章の制定

　NTT グループ各社は、それぞれの事業特性に応じて、

社会、環境、経済のあらゆる面から企業の社会的責任を

果たす様々な活動を行ってきましたが、さらに NTT グ

ループ一体となって、社会に対し、より大きく貢献し

ていくため、NTT グループ各社が CSR の取り組みを推

進するにあたっての基本指針となる「NTT グループ CSR

憲章」を 2006 年に制定しました。

CSRの基本的な考え方
健全な企業活動と豊かな社会の実現に向けて

　CSR を推進していく土台となっているのは、なによ

りも健全な企業活動です。そのためには、法令を守る

ことはもちろんのこと、高い倫理観をもって事業を運

営する取り組み ( 企業倫理 )、財務状況など一般に公開

すべき情報を積極的に開示する体制 ( 企業情報の開示 )、

そして健全な企業活動を行っているかどうかチェック

する仕組み ( コーポレート ･ガバナンス ) が機能して

いることが重要です。

2006（平成18）年度

企業情報の開示 

コーポレート・ガバナンス 

NTTグループのCSR

【CSRメッセージ】 
　私たちNTTグループは、情報通信産業の責任ある担い手として、最

高のサービスと信頼を提供し、“コミュニケーション”を通じて、人と社会

と地球がつながる安心･安全で豊かな社会の実現に貢献します。 
 

【CSRテーマ】 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 
※チームNTTとは、派遣社員・契約社員も含めたNTTグループで働く社員のみならず、パート

ナーの皆さま、NTTグループのCSRに賛同する退職した方々です。 

1.私たちは、より豊かで便利なコミュニケーション環境を実現する

とともに、情報通信技術を活用し、人口減少・高齢化社会にお

けるさまざまな課題解決に貢献します。 

 

2.私たちは、自らの環境負荷を低減し、地球にやさしいコミュニケ

ーション環境を構築するとともに、情報通信サービスの提供を

通じて社会全体の環境負荷低減に取り組みます。 

 

3.私たちは、情報セキュリティの確保や通信の利用に関する社会

的な課題に真摯に取り組み、安心・安全な利用環境と新しい

コミュニケーション文化の創造･発展に尽くします。 
 

4.私たちは、社会を支え生活を守る重要なインフラとして、災害時

にも強い情報通信サービスの提供に努め、いつでも、どこでも、

だれとでもつながる安心と信頼を提供します。 

 

5.私たちは、“チームNTT”の一員として、責任と誇りを胸に、高

い倫理観を持って事業に取り組み、個の成長に努めるとともに

豊かな地域社会づくりを推進し、社会的使命を果していきます。 

 

人と社会のコミュニケーション 

人と地球のコミュニケーション 

安心・安全なコミュニケーション 

チームNTTのコミュニケーション 

ICTを活用した人口減少・高齢化社会 
の課題対応 

持続可能な社会の実現に向けた 
環境負荷低減 

情報セキュリティの確保と健全な 
利用環境の整備 

ライフラインの維持、確保による貢献 

NTTブランドを共有する 
人々の社会的使命 

企業価値の向上 

持続的発展 

健全な企業活動 

企業倫理 

人と社会と地球が 

つながる安心・安全で 

豊かな社会の実現 

 

安心･安全な 
コミュニケーション 

チームNTTの 
コミュニケーション 

人と社会の 
コミュニケーション 

人と地球の 
コミュニケーション 

豊かな社会 

C S R の 基 本 的な考え方  

【取り組み項目】 

環境保護活動 

優良な製品・サービスの提供 
などの企業活動 

ボランティアなどの 
社会貢献活動 

環境保護活動 

優良な製品・サービスの提供 
などの企業活動 

ボランティアなどの 
社会貢献活動 

健全な企業活動を支えるしくみ 健全な企業活動を支えるしくみ 

ＮＴＴグループＣＳＲ憲章 

4 ＮＴＴグループＣＳＲ報告書 2006 5ＮＴＴグループＣＳＲ報告書 2006

NTTグループでは、経営の基本姿勢として、企業とし

ての社会的責任を自覚しつつ、社会の持続的な発展に貢

献していくことを掲げ、CSRの推進に取り組んできまし

たが、グループに対する社会の大きな期待にこたえるた

め、グループ各社が積極的にCSR活動を行っていくにあ

たっての基本指針を明示するものとして、2006年6月

「NTTグループCSR憲章」を制定しました。

「NTTグループCSR憲章」は、グループのCSRのあり

方を表現した「CSRメッセージ」と具体的な重点取り組

み項目を示した「CSRテーマ」の2つで構成されていま

す。また、「CSRテーマ」は、コミュニケーションをキー

ワードとした4つのテーマからなり、グループ一体とな

ったCSR活動を目指します。

ＮＴＴグループＣＳＲ憲章

ＣＳＲを推進していく土台となっているのは、なにより

も健全な企業活動です。そのためには、法令を守ること

はもちろんのこと、高い倫理観をもって事業を運営する

取り組み（企業倫理）、財務状況など一般に公開すべき情

報を積極的に開示する体制（企業情報の開示）、そして健

全な企業活動を行っているかどうかチェックするしくみ

（コーポレート･ガバナンス）が機能していることが重要

です。

そして、「NTTグループCSR憲章」の考えにもとづき、

日常の業務はもちろんのこと、環境保護活動や社会貢献

活動を通じてステークホルダーの皆さまの期待にこたえ

ていくことが、企業価値の向上と企業の持続的発展につ

ながるものと考えます。

私たちNTTグループは、こうした活動を継続的に行う

ことにより、人と社会と地球がつながる安心･安全で豊

かな社会の実現に貢献できると考えています。

健全な企業活動と豊かな社会の実現に向けて

NTTグループの考えるコミュニケーション

人と技術を通じて「安心・安全なインフラ」を構築し、最高のサ
ービスと信頼で「伝え合うしくみ」を提供すること、つまりコミュニ
ケーション環境の実現を通じて、皆さま一人ひとりの想いを伝
え合うこと、すべてが、私たちの考えるコミュニケーションです。
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NTTグループCSR憲章

　「NTT グループ CSR 憲章」は、グループの CSR の在

り方を表現した「CSR メッセージ」と具体的な重点取

り組み項目を示した「CSR テーマ」の 2つで構成され

ています。また、「CSR テーマ」は、コミュニケーショ

ンをキーワードとした 4つのテーマからなり、グルー

プ一体となった CSR 活動を目指します。

　そして、「NTT グループ CSR 憲章」の考えに基づき、

日常の業務はもちろんのこと、環境保護活動や社会貢

献活動を通じてステークホルダーの皆さまの期待に応

えていくことが、企業価値の向上と企業の持続的発展

につながるものと考えます。

　私たち NTT グループは、こうした活動を継続的に

行うことにより、人と社会と地球がつながる安心 ･安

全で豊かな社会の実現に貢献できると考えています。

2014 年現在

人と社会と地球が
つながる安心・安全で
豊かな社会の実現

安心･安全な
コミュニケーション

チームNTTの
コミュニケーション

人と社会の
コミュニケーション

人と地球の
コミュニケーション

NTTは、グループ各社が推進してきたCSRをより積極的
な活動とするための基本方針として、2006年6月に「NTT
グループCSR憲章」を制定。2011年6月に改定しました。
「NTTグループCSR憲章」は、グループのCSRのあり方を

表現した「CSRメッセージ」と、具体的な重点取り組み項目
を示した4つの「CSRテーマ」から構成されています。

NTTグループのCSR

私たちNTTグループは、情報通信産業の責任ある担い手として、最高のサービスと信頼を提供し、
“コミュニケーション”を通じて、人と社会と地球がつながる安心･安全で豊かな社会の実現に貢献します。

CSRメッセージ

CSRテーマ CSR重点活動項目

人と社会と地球が
つながる安心・安全で
豊かな社会の実現

安心･安全な
コミュニケーション

チームNTTの
コミュニケーション

人と社会の
コミュニケーション

人と地球の
コミュニケーション

人と社会の
コミュニケーション

1. 私たちは、より豊かで便利なコミュニケーション環境を実現するとともに、
情報通信技術を活用し、人口減少･高齢化社会における
さまざまな課題解決に貢献します。

● お客さまへの価値提供
を通じた持続可能な社
会への貢献

人と地球の
コミュニケーション

2. 私たちは、自らの環境負荷を低減し、
地球にやさしいコミュニケーション環境を構築するとともに、
情報通信サービスの提供を通じて社会全体の環境負荷低減に取り組みます。

● 低炭素社会の実現
● 循環型社会の形成
● 生物多様性の保全

安心・安全な
コミュニケーション

3. 私たちは、情報セキュリティの確保や通信の
利用に関する社会的な課題に真摯に取り組み、
安心･安全な利用環境と
新しいコミュニケーション文化の創造･発展に尽くします。

4. 私たちは、社会を支え生活を守る重要なインフラとして、
災害時にも強い情報通信サービスの提供に努め、
いつでも、どこでも、だれとでもつながる安心と信頼を提供します。

● 情報セキュリティの確保
● 重要インフラとして高い

安定性と信頼性の確保

チームNTTの
コミュニケーション

5. 私たちは、“チームNTT”として、高い倫理観と人権意識を持って事業に
取り組み、働きやすい職場環境の整備や個の成長･多様性の尊重に努める
とともに豊かな地域社会づくりを推進し、社会的使命を果して行きます。

● 多様性の尊重と
機会均等の推進に
向けた取り組み

● 社会貢献活動

NTTグループCSR憲章

※ チームNTTは、派遣社員・契約社員も含めたNTTグループで働く社員、パートナーの皆さま、NTTグルー
プのCSRに賛同する退職した方々で構成されています。

ステークホルダーの皆さまの期待や関心に向かい合いながら、
「NTTグループCSR憲章」を指針として、
グループ一体となってCSRを推進していきます。

NTTグループ CSR報告書 201121
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NTTグループ環境貢献ビジョンの制定

　NTT グループは、ICT サービスの提供によって社会

全体の環境負荷の低減に貢献する活動の指針として、

2006年 5月に「NTTグループ環境貢献ビジョン」（以下、

「環境貢献ビジョン」）を策定しました。

　NTT グループは、これまで環境活動の基本コンセプ

トである「NTT グループ・エコロジー・プログラム

21」に基づいて、事業分野での環境負荷の低減と環境

技術の開発による社会全体の環境負荷低減への貢献を

目指して環境保護活動を推進してきました。

　「環境貢献ビジョン」は、ICT サービスの提供によっ

てお客さまと社会全体の環境負荷低減に貢献する基本

的な考え方と、2010 年の CO2 削減量の指標値、削減

を実現するための活動内容を定めています。

　「環境貢献ビジョン」は、自社の事業活動が地球に

与える環境負荷を低減したり、植林や環境教育などの

社会活動によって環境保護に貢献することに加え、ICT

サービスの提供と拡大という事業活動そのもので、地

球環境保護に貢献するNTT グループの宣言です。

　より便利で豊かなライフスタイルを実現するブロー

ドバンド・ユビキタスサービスの普及により、2010 年

に CO2 削減量 1,000 万トンという環境貢献ビジョンの

指標実現を目指します。

「NTTドリームキッズ ～ネットタウン～」の開催

　CSR の取り組みの一環として、夏休み期間に小学校

4、5、6年生を対象とした、通信の仕組みやサービスな

どについて楽しく学べるイベント「NTT ドリームキッズ 

～ネットタウン 2006 ～」を東京・仙台で開催し、940

人が参加しました。

　インターネットや携帯電話は、もはや社会に欠かせな

いツールとなりました。しかしその反面、これらをめぐ

るマナーやモラルに反した社会的問題も発生していま

す。そこで、通信の正しい知識とマナーを利用者の皆さ

まに伝え、健全な利用文化の普及に努めました。「NTT

ドリームキッズ ～ネットタウン 2006 ～」はその活動の

一つで、NTT 東日本、NTT コミュニケーションズ、NTT

ドコモ、NTT データが参加し、インターネットや携帯電

話などの最新ネットワークサービスを体験していただく

と同時に、通信の仕組みや安心・安全なルール、マナー

などについて学んでいただく内容で 2007 年度以降も継

続して開催しています。9度目の開催となった 2014 年

度は全国 6会場で開催され、約 1,900 人の子どもたちに

参加いただきました。
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NTTグループは、ICTサービスの提供によって社会全

体の環境負荷の低減に貢献する活動の指針として、

2006年5月に「NTTグループ環境貢献ビジョン」（以下、

「環境貢献ビジョン」）を策定しました。

NTTグループは、これまで環境活動の基本コンセプト

である「NTTグループ・エコロジー・プログラム21」に

もとづいて、事業分野での環境負荷の低減と環境技術の

研究所の技術や（株）中国放送様での実績によ

り、ICTサービスが環境負荷低減に有益だとい

う私たちの考えが証明できたことが、何よりう

れしいです。この取り組みは、ISO14001の

2004年改訂要項の1つ「有益な環境側面の抽

出」という理念を先取りしたものだと自負してい

ます。特別なことではなく、自社の事業・サービ

スに立ち返り、そこで環境に対して貢献してい

く。今後も、環境関連においてNTTグループの

牽引役になれればと考えています。

環境的側面からのICTサービス普及活動実例

自社の事業で環境に貢献していきたい

NTT西日本－中国
企画部事業推進担当 主査

森脇博文

人と地球のコミュニケーション

ICTによる環境
負荷低減に向けた
取り組み
ICTサービスの提供を通して環境に貢献する指針として

「NTTグループ環境貢献ビジョン」を策定しました。

「NTTグループ環境貢献ビジョン」の策定

「環境貢献ビジョン」は、自社の事業活動が地球に与え

る環境負荷を低減したり、植林や環境教育などの社会活

動によって環境保護に貢献することに加え、ICTサービ

スの提供と拡大という事業活動そのもので、地球環境保

護に貢献するNTTグループの宣言です。

より便利で豊かなライフスタイルを実現するブロード

バンド・ユビキタスサービスの普及により、2010年に

CO2削減量1,000万トンという環境貢献ビジョンの指標

実現を目指します。

「環境貢献ビジョン」実現のために

開発による社会全体の環境負荷低減への貢献を目指して

環境保護活動を推進してきました。

「環境貢献ビジョン」は、ICTサービスの提供によって

お客さまと社会全体の環境負荷低減に貢献する基本的な

考え方と、2010年のCO2削減量の指標値、削減を実現

するための活動内容を定めています。

「『紙・ゴミ・電気』の削減にはこれまでも取り組んで

きたが、いずれ限界になる」「自分たちの事業を通して

環境負荷を低減することはできないのだろうか？」。

2002年春、ISO14001の取得を前に、NTT西日本―

中国（当時NTT西日本 広島支店）では、環境貢献への取

り組みをめぐって熱い議論が繰り返されていました。

「ICTサービスには環境負荷低減効果があると思ってい

ましたが、その効果を具体的に示すことができず、説得材

料に乏しい状況でした」（NTT西日本―中国 森脇博文）。

2003年1月にNTTグループ会社環境担当者勉強会

が開催され、転機が訪れました。NTT情報流通基盤総

合研究所から「ICTサービスにおける環境負荷低減効果

の数値化・定量化を実現」との報告があったのです。お

客さまに具体的な環境負荷低減効果を示すことができ

ると判断したNTT西日本―中国では、研究所と共同で

効果の算出に取り組みました。そこで最初の提案先と

して浮上したのが、(株)中国放送様です。(株)中国放送

様は、当時、放送の完全デジタル化に向けて、新しいデ

ジタル放送機器の導入を控えていました。

従来のTV中継では、現場に派遣した中継車から発信

したマイクロ波を、中継局経由で放送局に送っていま

した。NTT西日本―中国では、マイクロ波に代えてB

フレッツを使ったデジタルTV中継システムを提案しま

した。

Bフレッツを使った映像伝送を商業放送に対応させ

るため、NTT西日本―中国の技術担当はメーカーや

（株）中国放送様の協力を得て、機器の開発と実証実験

を進めました。一方、研究所では、本システムの環境負

荷低減効果の算出を行いました。「本システムのCO2排

出量は、従来より70％削減されると試算され、非常

に高い環境負荷低減効果を示すことがわかりました」

事業を通して環境貢献ができないか

転機はNTTグループ会社環境担当者勉強会

Bフレッツを活用したTV中継システムを提案

左から、澤田、（株）中国放送 取締役 奥村豊満様、森脇

特集2

NTTグループ環境貢献ビジョン 

ＮＴＴグループはブロードバンド・ユビキタスサービスを中心とするICTサービスの開発・普及により
ライフスタイルやビジネスモデルの変革を促し、お客さまや社会の環境負荷の低減に貢献します 

①環境負荷低減に資するライフスタイル・ビジネスモデルを実現する光アクセス利用者の拡大 
②ブロードバンド・ユビキタスサービスの拡大 
③事業活動に伴う環境負荷低減 
④お客さまの通信機器電力削減 

［2010年の指標］ 

－ ＝ ICTサービスにより削減されるCO2量 ICTサービスの提供に伴うCO2量 CO2削減量1,000万トン 

2010年に向けた 
活動内容 
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（NTT情報流通基盤総合研究所 環境経営推進プロジェ

クト 主幹研究員 澤田孝）。

いまでは本システムは、広島駅や広島カープ球団のキ

ャンプ地、高速道路、ゴルフ場などの定点カメラだけで

なく、現場中継などにも使用されており、マイクロ波を

利用した従来のTV中継より、はるかにスピーディで臨機

応変、そして環境にやさしい中継が可能になっています。

今回の取り組みは、地方局として初めてISO14001

を取得するなど、環境活動に積極的な（株）中国放送様

とNTT西日本－中国との協力により実現しました。

「NTT西日本－中国では、今後もさまざまなソリュー

ションの環境負荷低減効果を算出し、自治体などに向

けて提案していくことを検討しています」(NTT西日

本－中国 企画部事業推進担当課長 大森浩史)。

左から、澤田、大森、森脇

今後もICTの普及で環境負荷を低減

NTT西日本―中国
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2006年度にNGNのフィールドトライアルを実施

ユビキタス見守り／介護ヘルスケア

登下校中の子どもの位置を検出し、その様子を
映像で保護者にのみ通知
　子どもを犯罪被害から守るために、子どもを安心・

安全に見守ることができる社会的な支援環境の構築が

望まれています。

　校門などに設置した IC タグリーダと見守り用ネッ

トワークカメラで、IC タグを持った子どもの位置を検

出し、その様子をリアルタイムに映像で保護者に通知

するシステムの実現に向けて、フィールドトライアル

を実施しました。

　従来のシステムは、インターネットを利用するため、

子どものプライバシー保護の観点からセキュリティの

確保が十分ではありませんでした。しかし、本システ

ムでは、NGNの特徴である回線毎の発信者 ID チェッ

クにより、他人のなりすましを防ぎ、あらかじめ登録

された保護者の見守り端末にのみ、子どもの検出時に

だけ位置と映像を通知します。

遠隔地からでも介護を受ける方の健康状態を他
人に知られることなく把握
　人口減少、高齢化に伴い、介護はより社会的な課題

として認識されてきています。プライバシーを保護し

ながら、介護者が被介護者の血圧や体重などの健康状

態を遠隔から確認できる介護・ヘルスケアサービスの

実現に向けてフィールドトライアルを実施しました。

　このシステムは、血圧計、体重計、そしてベッドや

布団に敷いて睡眠中の脈拍や呼吸、体の動きなどをモ

ニタリングするセンサを内蔵した「あいマット」を

NGNに接続し、介護者に測定結果を送信するものです。

被介護者は特別な操作を必要とせず、通常通り測定を

実施すると、測定結果が NGN経由で自動送信される

仕組みとなっています。また、NGN の特徴である回

線毎の発信者 ID チェックにより、第三者のアクセス

を防ぎ、測定結果のセキュリティを高めることができ

ます。

地上デジタル放送 IP再送信

　総務省は、電波が届きにくい地域（難視聴地域）に

安定した地上デジタル放送を提供する方法として、あ

るいは、視聴形態の選択肢拡大のため、2008 年にハイ

ビジョン品質での地上デジタル放送の IP 再送信を実現

する方針を打ち出しています。

　地上デジタル放送 IP 再送信は、総務省の 2006 年度

実証実験「地上デジタル放送の公共分野における利活

用に関する調査研究」をNTT コミュニケーションズが

受託し、NGN フィールドトライアルとして実施して

いたものです。この IP 再送信では、地上デジタル放送

の標準的な映像符号化方式である「MPEG-2」を IP 配

信センターで受信し、次世代の映像符号化方式として

注目される圧縮効率に優れた「H.264」にリアルタイ

ムで変換します。そして IP マルチキャスト方式を用い

て NGNを通じて配信され、受信機能を内蔵した IPTV

で映像及びデータ放送を表示します。

遠隔病理診断支援システム

　病理診断とは、患者から採取した病変の組織や細胞

を顕微鏡などで診断することをいいます。病理診断を

専門とする医師が病理診断医（以下病理医）で、病気

の種類を最終的に見極める役目を担っています。病理

診断が手術中に迅速に可能であれば、患者にとって大

きな負担の軽減につながります。しかし、病理医は全

国に 2,000 人弱しかおらず、慢性的に不足しています。

病理医のいない病院は病理医の派遣を受けるか、専門

機関へ検査を依頼する方法を採っているのが現状です。

　そこで、ネットワークを通じて遠隔から病理診断を

可能とするシステムが “ 遠隔病理診断支援システム ”

です。患者情報を扱っていること、診断時には情報の

欠落に敏感であること、高品質な医療画像を扱ってい

ることなどから、安心・安全で高品質なネットワーク

である NGNでのフィールドトライアルが開始されま

した。

　NTTグループは、NGNの本格的なサービスの開始に向け、2006 年 12月に東京と大阪にショールームを開設し、

NGNのフィールドトライアルを開始しました。
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NGNの商用サービスを開始

　2008 年 3 月から NGNの商用サービスを首都圏及び

大阪府の一部のエリアで開始しました。

NGNの役割
　NGNの役割は、大きく 3つあります。

1.　ICT による社会の変革をさらに進め、付加価値の創

造や生産性の向上に貢献

2.　不正アクセスや様々なネットワークの悪用など、

ICT の影の側面における課題の解決に貢献

3.　少子高齢化、介護・医療の充実など、日本が抱え

る社会的な課題の解決に貢献

　NGN は、電話網の持つ信頼性や安定性とインター

ネットの持つ利便性や経済性という両者の良い面を併

せ持っており、高速で大容量の情報のやり取りが、よ

り安心・安全で確実になります。そして、プライベー

トやビジネス、社会生活などの様々なシーンにおいて、

より豊かなコミュニケーションが実現します。

　NTT グループは、NGNの取り組みを通じて、ICT 社

会の抱える諸問題の解決や社会的課題の解決に貢献す

るために、ブロードバンド・ユビキタス社会の実現を

目指します。

テルウェル東日本世田谷介護予防セン
タにおける「介護ヘルスケア」
システムの体験トライアル

　NTT 及び NTT 東日本は、NGNの本格的

な商用サービスの開始に向けた介護ヘル

スケア分野における幅広いお客さまのご

要望の把握や技術確認等を行うため、テ

ルウェル東日本の世田谷介護予防センタ

内に「介護ヘルスケア」を設置し、同セ

ンタご利用のお客さまにNGNを利用した

介護ヘルスケアサービスを具体的にわか

りやすく体験いただきました。

2007（平成19）年度
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豊かなブロードバンド・ユビキタス
社会の扉を、NGNが開きます

明日のコミュニケーション像が見えてきました

NGNの取り組みの最前線を、
代表取締役社長 三浦 惺がご紹介します

2006年度の活動ハイライト NGNが切り開く新しいコミュニケーション
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NGNは、電話網のもつ信頼性や安定性と、インターネ

ットのもつ利便性や経済性という両者の良い面を併せも

った光によるフルIPのネットワークです。

NTTでは、2004年11月に策定した中期経営戦略のな

かでNGNを重要な柱と位置づけ、実用化に取り組んでい

るところです。

このNGNを、国際標準に準拠した新しい社会インフラ

として世界に先駆けて実現することにより、日本の抱える

社会的・経済的課題の解決や、日本の成長戦略に貢献でき

ると考えています。

次世代の情報通信を語るとき、情報のデジタル化やネ

ットワークのIP化、ブロードバンド化、さらにはユビキタ

しいサービスや価値を創造していきたいと考えています。

昨年末のフィールドトライアル開始以来、既に29社の

企業の皆さまが参加され、さらにこの4月からは約500

人のお客さまにモニタとなっていただき、一般家庭での

ご利用も始まっています。

このフィールドトライアルでの技術検証やニーズの把握

をふまえながら、着実に準備を進め、今年度内にNGNを

商用化する予定です。

NTTグループは、皆さまの声を活かしながら、皆さま

とともにNGNを育ててまいります。

ぜひ、ご期待ください。

ス化などが取り上げられています。

これらの技術が今まさに、インターネットの高度利用や

固定電話と携帯電話の融合、通信と放送の連携といった

新しいコミュニケーションを生み出しつつあります。

NGNはこのような技術や市場の変化に対応し、新しい

サービスやビジネスモデルを生み出す原動力になると期

待しています。

ネットワークは多くのお客さまに活用していただくもの

ですから、オープン性や相互の接続性が不可欠です。した

がって、NGNは、NTTグループだけで進めることはでき

ません。

NGNへの取り組みは、スタート当初から「オープン」と

「コラボレーション」をキーワードに進めておりますが、こ

れからも他事業者の方々のネットワークとオープンに接

続するとともに、異業種・他業界の皆さまと協業して、新

NGNは世界に誇る
新しい社会インフラです

NGNから次世代の
サービスが生まれます

モニタのお客さまへの
サービス提供も始まりました

たくさんのパートナーさまと、
一緒に築いていきます

NGNの役割は、大きく3つあります。

1.ICTによる社会の変革をさらに進め、付加価値の創造や

生産性の向上に貢献

2.不正アクセスやさまざまなネットワークの悪用など、

ICTの影の側面における課題の解決に貢献

3.少子高齢化、介護・医療の充実など、日本が抱える社会

的な課題の解決に貢献

これらの役割を果たしていくためには、既存の電話網

や、ベストエフォートのインターネットだけでは不十分で

す。電話網のもつ信頼性や安定性と、インターネットのも

つ利便性や経済性という両者の良い面を併せもった新し

いネットワークを構築することが必要不可欠と考えてい

ます。それがNTTグループが目指すNGNです。

NGNの特徴は次の4つです。

1.品質保証「QoS」
NGNでは、4つの品質クラス（最優先、高優先、優先、

ベストエフォート）が提供され、アプリケーションに応じ

て適切なクラスを選択可能です。高い品質クラスでは、通

信に必要な帯域がしっかりと確保されるため、よりクリア

な音声やハイビジョンの高精細な映像をネットワーク上で

通信することが可能です。

2.セキュリティ
NGNでは、回線ごとに割り当てた電話番号やIPアドレ

スといった発信者IDのチェックを行い、なりすましを防止

します。また、ネットワークの入り口に、異常なトラヒッ

クをブロックする機能なども配置しています。

3.信頼性
NGNでは、電話網で培ってきた安心・安全のノウハウ

を受け継いでいきます。通信回線や通信装置の冗長化な

どを行ったり、特定のエリアに通信が集中した際のトラヒ

ックコントロールや、重要通信の確保などが可能です。

4.オープンなインタフェース
NGNでは、これからの多彩なアプリケーションに対応

するため、高品質の音声や映像通信のためのインタラクテ

ィブ通信機能、コンテンツ配信のためのユニキャスト通信

機能やマルチキャスト通信機能、インターネット接続機能、

さらには高品質の次世代イーサ機能を提供します。そして、

異業種・他業界の皆さまとともに、こうした通信機能を利

用した新たなアプリケーションを創造していけるよう、ネ

ットワークのインタフェース仕様を公開しています。

このような優れた機能を備えたNGNは、柔軟かつ安全

な通信環境を創造し、新しいサービスやビジネスを推進

します。

NGNの役割 NGNの特徴

ICTによる社会の 
変革 

・付加価値の創造 
・生産性の向上　 
 など 

ICTの課題の 
克服 

・不正アクセス 
・ネットワークの悪用　 
 など 

社会的課題の 
解決へ貢献 

・少子高齢化 
・介護・医療の充実　 
 など 

NTTの目指す次世代ネットワーク 

電話網の“信頼性”や“安定性”と、インターネットの 

“利便性”や“経済性”という両者の良い面を併せもつ 

NTTグループの次世代ネットワーク（NGN）への取り組み
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高齢者見守りシステムの共同実証実験
について
～水道・ガスメータとライフサポートプラット
フォームによる新しい見守りシステム～

　名古屋市上下水道局、東邦ガス、NTT の 3 社は、水

道メータとガスメータの使用量による高齢者見守りシ

ステムを開発し、2008 年 1月から共同で実証実験を実

施しました。

　水道とガスの使用量の組み合わせによる高齢者見守

りシステムの共同実証実験は国内で初めての取り組み

となりました。また、これらのシステムをNTT の情報

通信技術を活用したライフサポートプラットフォーム

を利用して実現することで、開発性・運用性に優れた

システムを実現しました。

これからの健康づくりに向けた「中津
川市ヘルスケアトライアル」

　平成の大合併により、全国の市町村で保健指導者の

担当すべき区域の広域化や、高齢者等交通弱者の移動

手段の減少など、保健指導、健康づくりのための移動

距離の増大に伴う困難が顕在化しており、その問題を

解消するための ICT の有効活用が求められています。

　また、急速な高齢化の進展に伴い、疾病全体に占め

る生活習慣病の割合が増加し、死亡原因においても 3

割を占めるといわれる現状を受けて、2008 年 4月から

は医療保険者 ( 国保・被用者保険 ) において、40 歳以

上の被保険者・被扶養者 ( 約 5,600 万人 ) を対象とす

る、「メタボリックシンドローム」に着目した健診及び

特定保健指導が義務付けられました。特に「積極的支援」

に階層化された対象者には 6ヵ月間、行動変容を促し、

生活習慣の改善に導くための保健指導が必要となりま

した。

　しかし、対象者に比べ、指導者の数が非常に少ない

ため、効率的な業務遂行と共に効果的な保健指導が可

能な ICT システムが求められていました。

　岐阜県中津川市、NTT 西日本、NTT は、ネットワー

クを利用して市民の元気な暮らしづくりをサポートす

ることを目的に、「中津川市ヘルスケアトライアル」を

実施しました。

　このトライアルでは、NTT のマイクロシステムイン

テグレーション研究所で開発した「血圧管理指導プロ

グラム」と環境エネルギー研究所の「在宅ヘルスケア

プラットフォーム」を活用した遠隔保健指導システム

を評価・検証しました。
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「グリーンNTT」の推進

　NTT グループは、これまで 1999 年に制定した「NTT

グループ・エコロジー・プログラム 21」及び 2006 年

に制定した「NTT グループ CSR 憲章」に沿って地球環

境保護等への貢献に努めてまいりましたが、2008 年 5

月にさらなる地球温暖化防止活動として、ソーラーシ

ステムを中心とした自然エネルギー利用を促進する施

策「グリーン NTT」をグループ一丸となって推進して

まいります。

<「グリーンNTT」の取り組み内容>

　NTT グループは、2012 年までに、5MW規模のソー

ラーシステムなどの導入を進めるとともに、NTTグルー

プ内におけるソーラーシステムを中心とした自然エネ

ルギー利用普及のための有限責任事業組合「NTT- グ

リーン LLP」を新たに設立する予定です。

具体的には以下の取り組みを進めてまいります。

１.NTT グループにおけるソーラーシステムな
どの導入
　NTT グループはこれまでに 1.8MW規模 (112 箇

所 ) の自然エネルギー発電システムを導入しており

ますが、5MW規模までの拡大を目指して、以下の

取り組みを進めます。

①グリーン R&Dセンタ
　NTT グループの研究所にソーラーシステムなど

の設置を進めます。

②グリーン設備センタ
　NTT グループ各社の通信設備センタ・データセ

ンターをはじめとした事業用ビルに、ソーラーシス

テムなどの導入を進めます。

２. ソーラーシステムを中心とした自然エネル
ギー利用の普及に向けた LLP( 有限責任事業
組合 ) の設立
　NTT グループのソーラーシステム導入を促進す

るため、グループ各社が出資する「NTT- グリーン

LLP」を、2008 年 7 月をめどに新たに設立する予

定です。

　本 LLP は、NTT グループにおけるソーラーシス

テムの積極的導入促進に活用するとともに、将来的

には、グループ外への拡大など、ソーラーシステム

などのさらなる普及促進への活用も検討してまい

ります。

2008（平成20）年度

「グリーンＮＴＴ」の施策全体イメージ
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「NTT- グリーン LLP」をスタート

　NTT グループは、ソーラーシステムを中心とした自然

エネルギー利用を促進する施策「グリーンNTT」の推進

主体となる「NTT- グリーン有限責任事業組合」(NTT- グ

リーンLLP)を2008年8月に設立(9月8日登記完了)し、

本格的な活動を開始しました。

　NTT グループでは、LLP を通じて、2012 年度までに

NTT グループ内への 5MW規模の自然エネルギー発電の

導入を目標としています。

　NTT-グリーンLLPは、2009年度～2012年度にかけて、

NTT東日本、NTT西日本の保有不動産を中心に、ソーラー

システムの効率的設置を進めるとともに、将来的には自

治体や他企業からの出資・設置場所提供も受け入れなが

ら、自然エネルギーの利用拡大を進めています。

「NTT －グリーン LLP」によるソーラーシ
ステムの運用開始

　2010 年 2月 1日、グループ保有施設 3箇所において、

NTT- グリーン LLP による太陽光発電施設の運用を開始

しました。企業グループの LLP による太陽光発電の導

入と、グリーン電力証書を融合した環境事業は、日本初

の取り組みです。

　なお、3箇所合計での発電容量は 530kWで、グルー

プ各社が個別で導入したものと合わせると、グループ全

体での太陽光発電施設の発電容量規模は約 3MWとなり

ました。

NTT グループ最大規模の太陽光発電設
備の運用開始

　2011 年 10 月 1 日より、新たに 3 箇所において、太

陽光発電施設の運用を開始しました。NTT ロジスコの千

葉物流センタにおいては、NTT グループの保有設備と

しては最大規模となる発電容量 480kWの太陽光発電設

備となります。これは、千葉県内の太陽光発電設備とし

ても最大規模です。この設備による推定発電量は、千葉

物流センタの電力消費量の約 28％に相当し、また、停

電等で商用電源がストップした際には、自立回路による

バックアップ電源供給機能も備えています。

2012年度末、5MWの目標を達成

　グリーンNTT では、2012 年度までに総発電設備容量

を 5MW規模まで拡大することを目指して、太陽光を中

心に自然エネルギーを利用した発電システムの導入を積

極的に推進してきましたが、2012 年度末、総発電設備

容量は 5.1MW規模まで拡大し、目標を達成しました。

設置場所 所属会社 発電容量
筑波研究開発センタ
（茨城県つくば市） NTT 100kW

東日本ロジスティクスセンタ
( 埼玉県加須市 ) NTT 東日本 300kW

名古屋ロジスティクスセンタ
( 愛知県丹羽郡 ) NTT 西日本 130kW

設置場所 所属会社 発電容量
千葉物流センタ
（千葉県市川市） NTT ロジスコ 480kW

ビグソル九州セン
（福岡県福岡市） NTT コムウェア 60kW

札幌西ビル
（北海道札幌市） NTT 東日本 52kW

グリーンLLPによる自然エネルギー利用の推進
取り組みの推進主体として「NTT- グリーン LLP」を 2008 年 8 月に設立し、2012 年度までにグループ全体で

5MW規模の保有を目指して太陽光発電施設の構築を進めました。
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「NTTグループCSR憲章」の4つの領域ごとに重点活動項目を決定

　2006 年 6 月に制定した「NTT グループ CSR 憲章」

の一層の浸透を図りながら、国内外の社会的課題に対

してグループがより一体となって貢献していくために、

2008 年 11月、グループ各社が共通して取り組んでい

く「NTTグループ CSR重点活動項目」を定めました。

　重点活動項目の制定にあたっては、「NTT グループ」

と「ステークホルダー・社会」が重視する 49 の CSR

項目をリストアップし、個々の重要性や PDCA 管理レ

ベルの評価・検討などを行い、最終的に 8つの重点活

動項目へ絞り込んでいきました。

　同時に、「NTT グループ CSR 活動要綱」を策定し、

NTT グループはこの活動要綱に基づき、重点活動項目

の実施状況の PDCA を相互に確認し合いながら、グ

ループとして一体感のある CSR を推進しています。

※1　2013年度より「お客さまへの価値提供を通じた持続可能な社会への貢献」に変更
※2　2010年度より「低炭素社会の実現」「循環型社会の形成」「生物多様性の保全」に変更
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NTTグループと、個々のステークホル
ダーの皆さまにとって重要な活動項目
を選定するために、NTTは、「NTTグルー
プが重視する取り組み」と、国内外のガ
イドラインやNTTグループが独自に収
集した情報を取りまとめた「ステークホ
ルダーや社会が重視する取り組み」の
双方を見渡して、49のCSR項目をリスト
アップしました。

次に、この49項目を、①CSR憲章、②中期経営戦略、③各種ガイドライン、④国内外のCSR優
良企業※2の取り組み、の4つの枠組みにあてはめ、“NTTグループとステークホルダーの皆さ
まにとって重要な活動項目”として、評価しました。

第3ステップでは、主要事業会社※3が49項目のそれぞれについてPDCAをどのレベルで管
理しているかを調べるために現状把握調査を実施しました。調査は、項目ごとにPDCA管理の
レベルを0～4までの5段階で自己評価する形式としました。
さらに、各社の評価結果について、項目ごとに平均値を算出することで、49項目におけるNTT

グループのPDCA管理のレベルを評価しました。

第4ステップでは、第2ステップで導いた「重要性を評価した49項
目」と、第3ステップで導いた「グループのPDCA管理のレベル（8社の
平均値）を評価した49項目」を縦・横の軸にとったマトリックス（行列）
図にマッピングしました。
また、このマトリックスを「NTTグループCSR憲章」の４つのCSRテーマ

“重要性の高い2つの領域”──「継続充実領域」「強化向上領域」に
着目し、2つの領域にマッピングされた項目から1つずつ項目を選択
し、合計8つの重点活動項目を仮決定しました。さらに、社会の関
心事やNTTグループの方針・計画などを総合的に鑑みて*、最終的
な重点活動項目を選定しました。

ごとにグループ分けしたうえで、それぞれの項目を、4つの領域に分類
しました。そして重要性もPDCA管理レベルも高い位置を占める領域
を「継続充実領域」、重要性は高いもののPDCA管理レベルが低い領
域を「強化向上領域」としました。

「NTTグループのCSR重点活動項目」の策定

「NTTグループ」と「社会」が重視する取り組みを重ね合わせて、
重点活動項目を選定しました

特集

「NTTグループのCSR重点活動項目」の策定プロセス

第1ステップ 2007年2月～3月

重要なCSR項目を
リストアップ

※2 持株会社制度の企業、情報通信事業者など設備を保有する企業、CSRの取り組みが評価されている優良企業から選定。

第2ステップ 2007年2月～3月

2007年10月～2008年3月

「重要性」を4つの観点で評価

第3ステップ
「PDCA管理レベル」を5段階で評価

※3NTT東日本、NTT西日本、NTTコミュニケーションズ、NTTデータ、NTTドコモ、NTTファシリティーズ、NTTコムウェア、NTT都市開発。

第4ステップ 2008年4月～10月

「重要性」と「PDCA管理レベル」の評価を
マトリックス化

第5ステップ 2008年4月～10月

重要性の高い2つの領域から8つの重点活動項目を選定
*「人と地球のコミュニケーション」のグループについては、2000年3月に策定した
「NTTグループ主要行動計画目標」の「温暖化防止」「廃棄物削減」「紙資源削減」3項
目を継続して取り組むこととした。また、「人と社会のコミュニケーション」について
は、複数の項目名を1つに統合。

CSR項目目CSR項目
CSR項目目CSR項目

CSR項目CSR項目

CSR項目CSR項目

CSR項目CSR項目
CSR項目CSR項目

D社

3
4
2

C社

2
4
1

B社

4
3
0

NTTグループが
重視する取り組み

● NTTグループ CSR憲章
● 中期経営戦略　など

ステークホルダーや社会が
重視する取り組み

● GRI（G3）
● 経団連「CSR推進ツール」
● ISO26000ドラフト
● 環境省「環境報告ガイドライン」
● 国連グローバルコンパクト10原則
● NTTグループへの要望事項※1

49のCSR項目

※1NTTレゾナントが運営する環境ポータルサイト
「環境goo」を通じて得たNTTグループへの要望や

主催シンポジウムでの来場者アンケートなどから
抽出。

PDCA管理のレベル

重要性
項目が枠組みに
該当する＝○　該当しない＝×

A社

CSR憲章

3
4
1

○

×

○

中期経営戦略

○

×

×

各種
ガイドライン

○

×

○

国内外の
優良企業の
　　取り組み

○

×

×

平
均
値
を
算
出
し
評
価

該
当
数
で
評
価

CSR項目b

CSR項目a

CSR項目c

高レベル4

低レベル0

CSR項目b

CSR項目a

CSR項目c

高重要性

低重要性

CSR項目a

CSR項目b

CSR項目c

CSR項目a

CSR項目b

CSR項目c
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フレッツサービスにおける血圧管理サービスの
トライアル提供について
　NTT データと NTT は、NTT 西日本のフレッツユー

ザ専用サイト「フレッツ・スクウェア」上で提供中の

健康管理サービス「クリエイティブヘルス on フレッ

ツ」において、日々の家庭血圧の適正な管理を支援す

る「血圧管理サービス」トライアルを 2008 年 4 月 24

日から実施しました。

通信ビルやデータセンターの省エネルギーに向
けた給電方式に対する取り組み
　NTT グループは、地球温暖化防止活動の一環として、

省エネルギーに貢献できる直流給電の導入・普及に向

けた施策を推進するとともに、新規技術 ( 高電圧直流

給電技術 ) の開発に着手しました。

(1) 高電圧直流給電技術の新規開発

　高電圧直流給電技術の開発及び標準化にNTTグルー

プをあげて取り組み、2010 年度までの導入開始を目

指します。

(2) 直流給電の導入拡大

　今後、NTTグループの通信システム (ルータやスイッ

チなどで構成されるシステム ) や情報システム ( デー

タセンターに収容するシステムや社内の業務システム

など ) の新設及び更改において、直流給電 ( 当面は直

流 48V) の導入を推進するとともに、直流給電対応製

品の拡大をサーバ・ストレージベンダーなどへ働きか

けてまいります。

(3) 直流給電の普及

　通信システムで長年にわたり培った直流給電を世の

中に広く普及するため、社外プロジェクトへの参画や

国際連携活動などを進めてまいります。

フレッツ 光ネクストを利用した遠隔保健指導
トライアルの実施について
　NTT 東日本、NTT ドコモ、NTT は、NGN を利用し

て保健師が遠隔でNTTグループ社員の保健指導を行う

遠隔保健指導トライアルを実施しました。

ユビキタス特区事業「アクティブタグを活用し
たユビキタスヘルスケア」プロジェクトの実証
トライアル開始について
　NTT 西日本と NTT は、総務省のユビキタス特区事

業である「アクティブタグを活用したユビキタスヘル

スケア」プロジェクトの実証トライアルを、2009 年 2

月 3日から沖縄県座間味村をフィールドに実施しまし

た。

ユビキタス特区事業「次世代無線ネットワーク」
の実証実験を開始
　NTT は、広域にわたり遍在する " モノ " の情報を経

済的にネットワークに収容するユビキタスセンサー

ネットワーク環境を実現することにより、安心・安全

とエコをサポートする通信インフラの実証実験を、東

京都内 6区において 2009 年 3 月 31 日から 2011 年ま

で実施しました。

　NTT の未来ねっと研究所では、本実証実験を通して、

新たに開発した広域ユビキタスネットワークの有効性

を協力企業と共に確認しました。
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重点活動項目取り組み施策の策定

　NTT グループ各社は、2009 年度から、前年に定め

た「NTT グループ CSR 重点活動項目」及びグループ各

社が重点活動項目に基づいて自社の活動の PDCA サイ

クルを管理していけるよう策定した「NTT グループ

CSR 活動要領」に沿って、8つの重点活動項目ごとに

自社の事業特性に応じた「取り組み施策」を策定し、

PDCA サイクルを管理することで主体的に活動を推進

しました。また、グループ各社が活動事例の共有化を

図るなど積極的な対話を通じて活動のレベルアップを

図るとともに、グループ・シナジーを一層発揮できる

取り組みを強化しました。

2009（平成21）年度

NTTは、2006年6月に制定した「NTTグループCSR憲章」のいっそうの浸透を図りながら、

国内外の社会的課題に対して、グループがより一体となって貢献していくために、2008年

11月、グループ各社が共通して取り組んでいく「NTTグループのCSR重点活動項目」を定め

ました。

同時に、グループ各社がこの重点活動項目に基づいて自社の活動のPDCAサイクルを

管理していけるよう、「NTTグループCSR活動要領」を策定しました。グループ各社は、2009

年度から、この要領にそって、8つの重点活動項目ごとに自社の事業特性に応じた「取り組

み施策」を策定し、PDCAサイクルを管理することで主体的に活動を推進していきます。ま

た、グループ各社が活動事例の共有化を図るなど積極的な対話を通じて活動のレベル

アップを図るとともに、グループ・シナジーをいっそう発揮できる取り組みを強化していき

ます。

さらに、ISO26000の中核主題への対応をはじめとする国際社会の潮流や、さまざまな

ステークホルダーの声に真摯に向かい合い、重点活動項目を見直していくなど、NTTグ

ループとしてのCSR活動の拡充、質的向上を図っていきます。

代表取締役副社長 金澤 薫

NTTは、CSR活動を継続的かつ適切にマネジメントしてい

くために、2005年6月に副社長を委員長とする「CSR委員会」

を設置しました。CSR委員会には、内部委員会として「地球環

境保護推進委員会」「社会貢献推進委員会」を設置し、体系

的・継続的にCSR活動を推進しています。また、NTTグループ

としての一体的なCSR活動を推進していくために、「グルー

プCSR連絡会」を定期的に開催して課題や各社のCSR活動事

例を共有しています。

2008年度は、「NTTグループのCSR重点活動項目」の設定

とともに、「NTTグループ CSR活動要領」を策定しました。NTT

グループは、この活動要領に基づき、グループ各社とともに

活動のPDCAを相互に確認し合いながら、グループの一体感

をさらに高めるCSR活動に取り組んでいきます。

取締役会

社長（幹部会議）

各種委員会

CSR委員会 グループCSR連絡会

CSR推進ワーキンググループ地球環境保護推進委員会

社会貢献推進委員会

企業倫理委員会

ビジネスリスクマネジメント推進委員会

「NTTグループのCSR重点活動項目」の策定

社会的課題の解決に向けたいっそうの貢献を目指して、
「NTTグループのCSR重点活動項目」を策定しました。

グループ一体となって国際社会を見据えたCSRに取り組みます

特集

新たに策定した「NTTグループ CSR活動要領」に基づいて
グループ各社とともにPDCAサイクルを管理していきます

CSRマネジメント体制

「NTTグループCSR憲章」の4つのCSRテーマにそって、
8つの重点活動項目を定めました

「NTTグループのCSR重点活動項目」の策定

NTTグループのCSR推進体制

※ 各社の取り組み事例については各章の「Close Up」ページに掲載しています。

●ユビキタス社会の
実現に向けた
取り組みの推進

デジタル・ディバイドの解消に向けて、ブロードバンドサービスの
普及に必要なさまざまなサービスを開発・提供しています

ユビキタス社会の実現に向けたビジネスコミュニケーションツー
ルの開発を推進し、お客さまの生産性向上に貢献しています

お客さまの協力を得ながら、携帯電話のリサイクルを進め、廃棄
物の削減と資源の有効利用を推進しています

太陽光発電システムを中心とした自然エネルギーを活用し、CO2

排出量削減を図る「グリーンNTT」を推進しています

光ブロードバンドサービスの通信障害対策や災害対策などを強
化し、安心してご利用いただける環境整備に努めています

「安全・品質方針」のもと、誰もが安心・安全に過ごせる高品質な建
物・サービスの提供に努めています

一人ひとりが働く喜びを実感できる職場づくりを目指して、「ダイ
バーシティマネジメント」を推進しています

「エコキャップ推進協会」の活動に協力し、CO2排出量の削減と途
上国の医療向上に貢献しています

●温暖化防止
●廃棄物削減
●紙資源削減

●情報セキュリティの確保
●重要インフラとして
高い安定性と
信頼性の確保

●多様性の尊重と
機会均等の
推進に向けた取り組み

●社会貢献活動

人と社会の
コミュニケーション

人と地球の
コミュニケーション

安心・安全な
コミュニケーション

チームNTTの
コミュニケーション

CSRテーマ CSR重点活動項目 関連する主要グループ各社の取り組み例※
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※1 2013年度より「お客さまへの価値提供を通じた持続可能な社会への貢献」に変更。
※2 2010年度より「低炭素社会の実現」「循環型社会の形成」「生物多様性の保全」に変更。

※1

※2
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ホーム ICT に関するフィールドトライ
アルの開始

　NTT グループは、現在、光・NGN や 3G/LTE を中心

とした ICT 基盤を積極的に拡充し、また様々なパート

ナーの皆さまと協力・連携することで、新たなブロー

ドバンド・ユビキタスサービスを実現する「サービス

創造グループ」を目指しています。

　その具体的な取り組みの一つとして、PC のみなら

ず、テレビや、ドアホン、カメラ、プリンタなど様々

な家庭 / オフィスの機器をネットワークに接続するこ

とにより、お客さまサポートをはじめとした防犯・防

災、ヘルスケア、省エネなどの分野において、より便

利で安心・安全な家庭 /オフィスの環境を実現すべく、

多岐にわたる業種・業態のパートナーとの連携を進め

るとともに、これまでNTT が培ってきた研究開発力を

活かし国際標準に準拠したホーム ICT 基盤の開発を進

めてきました。

　NTT は、パナソニック電工株式会社、富士ゼロック

ス株式会社、シャープ株式会社、日本電気株式会社、

株式会社バッファロー各社と、ホーム機器やオフィス

機器をネットワークにつなぐことで豊かな暮らしや便

利なオフィス環境を実現するホーム ICT サービスの創

造を目指すトライアルを、2009 年 12 月から順次実施

しました。

ICT による社会的課題の解決を目指した活動事例
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THE GREEN VISION 2020の制定

2020年度に向けた新たなNTTグループ環境ビジョン
～　THE GREEN VISION 2020　～

　NTT グループは、環境保護に関して「温暖化防止」「廃棄物削減」「紙資源削減」という 3つの重点活動項目を

定めて取り組んできました。これら重点活動項目に「生物多様性の保全」を加えて、2010 年 11 月、2020 年度

に向けた新たなNTT グループ環境ビジョン「THE GREEN VISION 2020」を制定しました。

　今後、グループの全員が一丸となって、この新たなビジョンを実現していきます。

取り組むべき 3つのテーマ

3つのアクションで推進

2010（平成22）年度

NTTグループのCSR重点活動項目
http://www.ntt.co.jp/csr/portal/csrmanagement01.html

NTTグループは、人類と地球が調和し社会の持続可能な発展を実現するため、

2020年に向けてICTとグループ社員力で歩み続けます。

　地球環境における｢低炭素社会の実現｣、「循環型社会の形成」、「生物多様性の保全」を

未来にわたって取り組むべき3つの環境テーマとしてとらえ、

「Green of ICT」、「Green by ICT」、「Green with Team NTT」の

3つのアクションで推進していきます。

NTTグループは1991年に「NTT地球環境憲章」を定め、地球環境保護に取り組ん
できました。その後に制定した「NTTグループ主要行動計画目標」や「NTTグルー
プ環境貢献ビジョン」のもとで、2010年度を達成期限とする目標を設定。その全
てを2010年度に達成したことを受けて、「NTTグループ地球環境憲章」の基本方
針に「生物多様性の保全」を追加したうえで、2020年度までの新たなビジョンを策
定しました。

1987年 電力消費量を削減する取り組み
 （Save POWER運動）を開始

1991年 「NTT地球環境憲章」を制定
 グループ全体で地球環境保護に取り組むための体制を
 整える

1997年 「TPR（トータルパワー改革）運動」の開始
 電力消費量の抑制にNTTグループ一丸となって取り組む

1999年 「NTTグループ地球環境憲章」を制定

 「NTTグループ主要行動計画目標」を制定
 （2010年度の目標を制定）
 ● 通信設備の電力使用にともなう「温室効果ガス」
 ● 通信設備の建設・撤去、オフィスから発生する「廃棄物」
 ● 電話帳などの「紙資源」

2006年 「NTTグループ環境貢献ビジョン」を制定
 ICTサービスの開発・普及によってお客さまや
 社会の環境負荷低減への取り組みを実施

2010年 「THE GREEN VISION 2020」を制定

NTTグループの環境への取り組み経緯

NTTグループ地球環境憲章
基本理念
人類が自然と調和し、未来にわたり持続可能な発展を実現するため、NTTグルー
プは全ての企業活動において地球環境の保全に向けて最大限の努力を行う。

1. 法規制の遵守と社会的責任の遂行
2. 環境負荷の低減
3. 環境マネジメントシステムの確立と維持
4. 環境技術の開発

5. 社会支援等による貢献
6. 環境情報の公開
7. 生物多様性の保全
    （2010年に追加）

基本方針

特集 2020年度に向けた
新たなNTTグループ環境ビジョン
NTTグループは、環境保護に関して「温暖化防止」「廃棄物削減」「紙資源削減」という
3つの重点活動項目を定めて取り組んできました。これら重点活動項目に「生物多様性の保全」を加えて、
2010年11月、2020年度に向けた新たなNTTグループ環境ビジョン「THE GREEN VISION 2020」を制定。
今後、グループの全員が一丸となって、この新たなビジョンを実現していきます。

7 NTTグループ  CSR報告書 2010
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「3つの環境テーマ」の具体的内容について

取り組むべき 3つのテーマ
　環境ビジョンに掲げた 3つのテーマは、NTT グルー

プが重点的に取り組むべき環境課題を、具体的な目

標とともに示したものです。例えば「低炭素社会の

実現」に向けては、国内グループ会社からの CO2 排

出量の削減と、NTT グループが提供する ICT サービ

スの利活用によって社会全体の CO2 排出量の削減を

目指しています。

　同様に、「循環型社会の形成」や「生物多様性の保全」

に向けても定量的な目標や具体的な取り組みの考え

方を定め、その達成によって社会の持続的な発展に

貢献します。

(1) 低炭素社会の実現
　地球温暖化を防止するため、自らの事業活動にともなう CO2 排出量を削減するとともに、ICT サービスを普及拡

大させることで、社会全体の CO2 削減に貢献し、低炭素社会の実現を目指します。

(2) 循環型社会の形成
　限られた資源を有効利用するため、自らの事業活動から排出される全ての廃棄物と、紙使用量を削減することで、

資源循環型社会の形成を目指します。

(3) 生物多様性の保全
　生物多様性の保全に貢献するため、新たに策定した 2つの取り組みの考え方に基づき、これまで進めてきた取

り組みの改善とさらなる発展をさせていきます。

NTTグループは、環境にやさしい自然エネルギーの普及促

進施策「グリーンNTT」を推進しています。これは、太陽光発

電システムの導入拡大に努め、2012年度までにグループ

全体で合計5MW規模のシステム導入を進める計画です。

NTTグループでは、多地点間のテレビ会議

端末を同時に接続するネットワークサービス

を提供しています。テレビ会議が普及するこ

とで、会議に出席するための移動にともなう

環境負荷を低減することができます。

グループ社員の家庭におけるCO2削減を進め

るため、各家庭からのCO2排出量を計算でき

る「環境家計簿」の活用や、省エネルギーへの

取り組みを推奨しています。

NTTグループは、事業活動におけるCO2排出量を削減す

るため、オフィスや通信設備の電力消費を削減する「TPR

（トータルパワー改革）運動」に、1997年からグループ一丸

となって取り組んでいます。

自社のCO2削減
●国内において、成り行きより200万t以上低

減させることで、2008年度より総量を１５％
（６０万ｔ）以上削減します

「低炭素社会の実現」に向けて

例えば、太陽光発電システムの導入を
グループ全体で進める「グリーンNTT」

社会全体のCO2削減
● ICTサービスを利活用することにより社会全

体で2,000万ｔ以上の削減に貢献します

その他の取り組み
●「NTTグループ省エネ性能ガイドライン」に基づく省エネ

ルギー性能が高い装置の導入
●最新の省エネルギー技術を導入したデータセンタの構築
●社用車や物流の省エネルギー
●省エネルギー技術の研究開発

例えば、「テレビ会議システム」の提供で、移動によるエネルギー使用を低減
その他の取り組み
●ネットワークを通じた電子入札・電子申請の

利用拡大
●ICTサービスによるCO2削減効果の見える

化の推進
● CO2削減効果を客観的に評価する評価手

法の国際標準化の推進
● ICTの利活用による各種分散電源、配電網、

ユーザー機器などを最適制御し、CO2を削減

例えば、「環境家計簿」の利用や省エネルギーを推奨し、家庭におけるCO2削減を推進
その他の取り組み
●エコドライブの実践

例えば、グループ一丸となって
電力消費量削減に取り組む「TPR運動」

※ 2020年度目標設定の排出係数は、0.33kg/kWh（電気事業連合会発表）を使用

OF NTTグループの
CO2排出量

社会全体の
CO2削減量

1990 2008
402万t

1,000万t

2010 2020

169万t
2008年比総量で
60万t削減（15%削減）

NTTグループによる社会全体の
CO2削減への貢献2,000万t

5倍以上の
削減効果

200万t以上低減
2008年度と同様の
対策を継続した場合の
CO2排出量OF

（年度）

BY

～～

OF

BY

BY

WITH

Theme 1

特集 2020年度に向けた新たなNTTグループ環境ビジョン
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NTTグループが情報通信サービスを提供するため

に保有している電柱、交換装置、通信ケーブルなど

の通信設備は、耐用年数の経過や新サービスの提

供などによる設備更改にともない、撤去する必要が

生じます。撤去した通信設備については、グループ

内でリユースやリサイクルを推進しています。

テレビ会議システムの導入が進めば、資料の大量

コピーは不要になります。また、公共料金などの自

動引き落としサービスが普及すれば、納付書など

も削減できます。NTTは、こうしたICTサービス・ソ

リューションによるペーパーレス化を推進すること

で、社会全体での紙資源の使用削減に貢献してい

ます。

携帯電話には、金、銀、銅、パラジウムなどの鉱物資

源が含まれており、貴重なリサイクル資源といえま

す。NTTドコモでは、お客さまからだけでなく、グ

ループ社員とその家族からも使用済みの携帯電話

や電池、充電器などを回収しています。これらは、お

客さまから回収した携帯電話と同様にリサイクルさ

れ、資源として生まれ変わります。

廃棄物削減
● 全廃棄物合計の最終処分率を

2%以下にします
●撤去した通信設備廃棄物のゼロ

エミッション※を継続します

「循環型社会の形成」に向けて

例えば、電柱や通信ケーブルなどの通信設備のリユース＆リサイクル

紙資源削減
● 紙の総使用量を2008年度より30％以上

削減します（総量で5.8万ｔ以下に削減）

その他の取り組み
● 建設工事からの廃棄物は中間処理
を行ない、最終処分場への廃棄物の
直接持ち込みのゼロ化を徹底

●回収した電話帳から新しい電話帳用
紙を製造するクローズドループリサ
イクルの推進

例えば、ICTサービス・ソリューションの提供によるペーパーレス化
その他の取り組み
●パソコンのリユース・リサイクル事業

の推進
● お客さまへの電話帳の要否確認を

徹底し、無駄な電話帳廃棄を削減
●請求書の電子化（ビリングサービス）
を拡大

例えば、家庭での携帯電話のリサイクルなどをはじめとした分別回収
その他の取り組み
●ペットボトルキャップ回収活動の強化

※ 国連大学が提唱した構想で、産業から排出
される全ての廃棄物や副産物がほかの産
業の資源として活用され、全体として廃棄
物を生み出さない生産を目指そうとする
もの。NTTグループでは、最終処分率1%
以下をゼロエミッションと定義。

OF

BY

WITH

Theme 2

2004 2008 2020
0

8.3

5.8

11.0 2008年度比
総量で30%削減

紙使用量（万t）

（年度）

～～

2004 2008 2020
0

3.3
2.4

6.7

最終処分率2%以下

2008年度と同様の
対策を継続した場合の
最終処分率

最終処分率（%）

（年度）

2.0

～～

特集 2020年度に向けた新たなNTTグループ環境ビジョン
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NTTコミュニケーションズグループは、無線中継所

の維持管理にあたり、法令遵守の徹底はもちろん、

独自の環境アセスメント手法に基づき、生物多様性

に配慮しています。具体的には、敷地や道路の調査・

計画・設計・工事の各段階で、営巣地帯の保護、けも

の道の尊重、植生などを、独自のガイドラインにそっ

て実施しています。

NTTグループは、生物多様性についての情報発信

に努めています。例えばNTTレゾナントは、環境ポー

タルサイト「環境goo」を通じた環境貢献活動を展開

しています。また、NTTデータは、身近な自然生物の

情報を日本全国から集めるWebサイト「生きもの情

報館」を構築し、財団法人日本自然保護協会に寄贈

しました。

NTTグループは、NTTドコモの「ドコモの森」づく

りや、NTTコムウェアの「企業の森・NTTコムウェア

（青梅）」など、各社がそれぞれに森林保全活動を

展開しています。いずれも社員やその家族が、地域

の方々と交流しながら、森林整備活動に取り組むこ

とで、生物多様性を育む森林の保護・育成に貢献し

ています。

事業活動を軸とした展開
あらゆる活動が地球上でつながり生物多様性と関わりが深

いことを認識し、事業特性に応じて関係する国内外の活動

範囲とその影響を把握し、保全効果が認められる取り組み

を継続的に推進します。

「生物多様性の保全」に向けて

例えば、無線中継所の維持管理にあたり、生態系の保全や環境負荷の低減に注力
その他の取り組み
● 事業で使用する紙資源などは生態

系に配慮した調達を実施
● 水資源などの利用を必要最低限に

抑える努力を継続

例えば、「環境goo」や「生きもの情報館」などのWebサイトを通じた情報発信
その他の取り組み
● 事業で培った技術や研究成果を活

用し、提供するサービスを通じて、保
全の取り組みを強化

例えば、社員やその家族、OB・OGと連携して、森林整備活動を推進
その他の取り組み
● 環境クリーン作戦など、地域におけ
る清掃活動への参加促進

●富士山清掃活動への参加
● 棚田プロジェクトによる環境教育へ

の取り組み

取り組みの考え方

社会への貢献を軸とした展開
事業との関連性にとらわれず広く、生物多様性の保全に向

けた取り組みをステークホルダーとともに推進し、その成果

を情報公開していきます。

OF

BY

WITH

Theme 3
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ICTによる社会的課題の解決を目指して

I
C
T
に
よ
る
社
会
的
課
題
の
解
決
を
目
指
し
て

3つのアクションで推進

　NTT グループは「THE GREEN VISION 2020」において、

「of」「by」「with」という 3 つのアクションを掲げて

います。「Green of ICT」とは、自らが事業活動にとも

なう環境負荷の低減に努めること。「Green by ICT」は、

ICT サービスの利活用によって社会全体での CO2 排出

量削減に貢献しようというもの。そして「Green with 

Team NTT」は、グループの社員やその家族が、地域と

ともに様々な環境保護活動に貢献していくものです。

「3つのアクション」の具体的内容について
(1)Green of ICT
電力使用量の削減、自然エネルギーの導入、及び設

備のリユース・リサイクルの推進など、自らの事業

活動における環境負荷を低減します。

(2)Green by ICT
ブロードバンドなどを利用した様々な ICT サービス

を普及拡大することによって、社会全体の環境負荷

低減に貢献します。

(3)Green with Team NTT
事業活動での取り組みに加え、グループ社員一人ひ

とりが、職場、家庭、及び地域におけるエコ活動を

実践し、環境負荷の低減に取り組んでいきます。

NTTグループ地球環境憲章に「生物多様性の保全」を追加

　私たちの日常生活だけでなく、NTT グループの事業活

動も全ては地球上に生きる多くの生物たちとの関わりの

中で営まれています。そのため、生物多様性への配慮抜

きにしては、社会の持続的な発展はないと考えています。

このような認識のもと、NTT グループは、オフィスや事

業拠点、基地局などの建設、通信ケーブルの敷設などに

際し、その周辺の自然環境に対しては、万全の配慮を持っ

て取り組んでいます。

　2010 年 10 月には、名古屋で生物多様性条約第 10 回

締約国会議 (COP10) が開催され、企業レベルでの生物

多様性保全への取り組みに注目が集まりました。

　NTT グループでは 2020 年度に向けた新しい環境ビ

ジョンを策定し、社会へ発信することは、日本を代表す

る情報通信サービス企業として重要な使命と考え、「NTT

グループ地球環境憲章」の基本方針に「生物多様性の保

全」を追加した上で、2020 年度に向けた新たなNTT グ

ループ環境ビジョン「THE GREEN VISION 2020」を制定

しました。

NTTグループ省エネ性能ガイドラインを導入

　NTT グループ 8社＊1は地球温暖化防止活動の一環とし

て、NTT グループが使用するルータ・サーバなどの ICT

装置の開発・調達にあたっての基本的考え方を定めた

「NTT グループ省エネ性能ガイドライン」を制定し、

2010 年 5 月 1 日より運用を開始しました。NTT グルー

プ内で使用する ICT 装置について、機能、性能、コスト

に加え、省エネルギー性能を考慮した装置の開発・調達

を実施するためのガイドラインです。

　NTT グループが排出する温室効果ガス (CO2) 排出量の

90%以上は通信設備やオフィスの電力使用にともなう

ものです。これを効果的に削減するためには、NTTグルー

プが導入する装置に対して、省エネ性能の高い装置を開

発・調達することが不可欠です。また、NTT は、電気通

信業界関係団体によって設立された ICT 分野におけるエ

コロジーガイドライン協議会に参画し、「ICT 分野にお

けるエコロジーガイドライン」の制定に貢献してきまし

た。「NTT グループ省エネ性能ガイドライン」は、2010

年 2 月 1日に「ICT 分野におけるエコロジーガイドライ

ン」が制定されたことを受けて、制定したものです。

＊1　NTTグループ8社：日本電信電話株式会社、NTT東日本、NTT西日本、NTTコミュニケーションズ、NTTドコモ、NTTデータ、NTTファシリティーズ、NTTコムウェア 

環境ビジョンに掲げた3つのテーマは、NTTグループ

が重点的に取り組むべき環境課題を、具体的な目標と

ともに示したものです。例えば「低炭素社会の実現」に

向けては、国内グループ会社からのCO2排出量の削減

と、NTTグループが提供するICTサービスの利活用に

よって社会全体のCO2排出量の削減を目指しています。

同様に、「循環型社会の形成」や「生物多様性の保全」

に向けても定量的な目標や具体的な取り組みの考え

方を定め、その達成によって社会の持続的な発展に貢

献します。

NTTグループは「THE GREEN VISION 2020」において、「of」

「by」「with」という3つのアクションを掲げています。「Green of 

ICT」とは、自らが事業活動にともなう環境負荷の低減に努めるこ

と。「Green by ICT」は、ICTサービスの利活用によって社会全

体でのCO2排出量削減に貢献しようというもの。そして「Green 

with Team NTT」は、グループの社員やその家族が、地域とと

もにさまざまな環境保護活動に貢献していくものです。

「Green with Team NTT」の取り組み

３つのアクションで推進

取り組むべき３つのテーマ

OF

BY

WITH

Green OF ICT
自らの事業活動における環境配慮

Green BY ICT
製品やサービスによる社会の環境負荷低減

Green WITH Team NTT
社員やその家族、地域とともに環境保全

取り組みの考え方

NTTグループでは、事業活動での取り組みに加え、グループ
社員一人ひとりが、職場、家庭および地域におけるエコ活動
を実践し、環境負荷の低減に取り組んでいく方針です。

具体的な活動
●「環境クリーン作戦｣と名づけた地域清掃活動などを推進
し、地域社会の環境美化に貢献します

●3R活動の一環として「マイカップ利用」や「ペットボトルキャッ
プ回収｣活動を展開します

●環境家計簿の利用や省エネルギーを推奨し、家庭における
CO2削減への取り組みを進めます

●社内の講習などで修得したエコドライブを家庭でも実践し
ます
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NTTグループ8社が「エコICTマーク」を取得

　ICT 分野におけるエコロジーガイドライン協議会が

2010 年 7 月から電気通信事業者による CO2 排出削減の

取り組みの自己評価結果の届け出の受付及び公表を開始

したことを受けて、NTT グループ 8社＊1は「NTT グルー

プ省エネ性能ガイドライン」制定を含む自己評価結果を

届け出、「エコ ICT マーク」を取得いたしました。「エコ

ICT マーク」とは、電気通信事業者が適切に CO2 排出削

減に取り組んでいる旨を表示するためのシンボルマーク

で、7月 1日に持株会社で取得した後、グループ会社で

順次取得しました。

ICT による社会的課題の解決を目指した活動事例

CSR報告書2011より抜粋

架線工事技術を活用した絶滅危惧種保護の取り
組み
　NTT 東日本山梨支店グループ及び技術協力センタで

は、2009 年 4 月から、( 財 ) キープ協会様や建設会社

様などが山梨県北杜市で取り組んでいる「アニマルパ

スウェイ」構築を支援しています。

　「アニマルパスウェイ」とは、道路によって分断さ

れた森をつなぐための橋などのことです。この橋を渡

るのは、絶滅の危機にある体長 8センチほどの「ヤマ

ネ」をはじめとした、樹の枝を道にして暮らす小動物

たちです。

　こうした小動物の通り道を構築・整備するためには、

高所に架線するための設備や技術が不可欠です。そこ

で、同支店では高所作業車及び熟練作業者の派遣など、

これまで通信網の敷設で培ってきたノウハウを活かし

て、生物多様性保全に貢献しています。

　また、これらの取り組みに対して、2010 年 5 月に

経団連自然保護協議会などが主催する「第 1回 いきも

のにぎわい企業活動コンテスト」において環境大臣賞

を受賞しました。この受賞を励みとして、今後もアニ

マルパスウェイの普及・拡大に貢献していきます。

「TPR 運動」によるグループ一丸となった
電力消費量削減の取り組み
　NTT グループの事業活動における CO2 排出量の

90%以上は、オフィスや通信設備の電力使用にともな

うものです。そのため NTT グループは 1997 年 10 月

から、「TPR( トータルパワー改革 ) 運動」と名付けた

電力削減対策に一丸となって取り組んでいます。保有

するビルにおけるエネルギーマネジメントの推進、エ

ネルギー効率の高い電力装置や空調装置の導入・更改、

ブロードバンド関連装置の直流給電化による低消費電

力の推進などに努めた結果、2010 年度は、グループ

全体で前年度比 2.65 億 kWh の電力消費量を削減しま

した。

サーバ仮想化統合施策により
社内 ICT インフラによる環境負荷低減
　NTT コミュニケーションズでは、お客さまへのサー

ビス提供を支える社内 ICT インフラを統合し、サーバ

の仮想化技術を活用してプライベートクラウド化する

ことにより、運用コストの削減や事業継続性の強化と

ともに、環境負荷低減を推進しています。

　2009 年度から 2010 年 7 月までに、94 台のサーバ

を 8台まで削減。台数ベースで約 90％の削減となり

ました。これにより、2010 年度末には、消費電力を

2009 年度末比で約 50％削減できました。

　今後は、この施策を国内のみならず海外にも展開し、

環境保護の取り組みをグローバルビジネスの拡大と併

せて全世界で実施していく考えです。
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東日本大震災からの復旧活動

　2011 年 3 月 11 日 14 時 46 分、宮城県三陸沖を震源

とする、わが国観測史上最大となるマグニチュード 9

の大地震が発生し、関東から東北の広い範囲で震度 5

以上の大きな揺れを観測しました。また、地震にとも

なって大津波が発生し、太平洋の沿岸部に甚大な被害

をもたらしました。

　この未曾有の大災害により、NTT グループの通信設

備も大きな影響を受け、サービスの一部をご利用いた

だけない状況が発生しました。NTT グループでは、1

万人を超える体制を構築し、総力をあげて復旧作業に

あたり、通信ビルや携帯電話基地局は 4月末時点でほ

ぼ復旧しました。家屋などの甚大な被害により、通信

ビルとお客さま宅をつなぐ回線の復旧が完了していな

い一部のエリアについても、道路など他インフラの回

復と歩調を合わせ、引き続き復旧活動を進めました。

　今回の震災に際しての社会的要請として、震災によ

り被災した通信インフラの復旧はもちろんのこと、災

害用伝言サービスの運用、衛星携帯電話や公衆無線

LAN の無償提供など ICT による被災地への支援に総力

をあげて取り組みました。さらに、震災により発生し

た電力不足問題に対しても、事業運営に多くの電力を

使用する情報通信事業者の社会的責任として、グルー

プ一体となった節電施策を展開しました。

　大地震と大津波により、NTT グ

ループの通信ビル・設備は大きな

被害を受けました。

　東日本エリアに音声通信・デー

タ通信サービスなどの地域通信事

業を展開するNTT 東日本では、沿

岸部を中心に通信ビル 18 棟が水

没・流失などで全壊したほか、6

万本以上の電柱が流出・折損しま

した。また、中継伝送路の架空ケー

ブルなども切断・破損しました。

　国内全域で携帯電話事業を推進

するNTT ドコモでは、携帯電話基

地局が倒壊・流失したほか、長期

間の停電によって蓄電池の容量が

枯渇するなど、最大時で 375 局が

中継機能を失いました。

2011（平成23）年度

NTTNTT

交換機など
通信設備

交換機など
通信設備 通信設備

…商用電力
NTTビル
（お客さま収容ビル）携帯電話

基地局

NTTビル
（中継ビル）

docomo
ビル

固定電話 ブロード
バンド

●	復旧対象局：375局
			（うち、原発30km圏内68局）

基地局の損壊

I

　大地震と大津波により、NTTグループの通信ビル・設備は
大きな被害を受けました。
　東日本エリアに音声通信・データ通信サービスなどの地域
通信事業を展開するNTT東日本では、沿岸部を中心に通信
ビル18棟が水没・流失などで全壊したほか、6万本以上の電
柱が流出・折損しました。また、中継伝送路の架空ケーブルな

震災による被害状況
多くの通信ビル・設備が被災

ども切断・破損しました。
　国内全域で携帯電話事業を推進するNTTドコモでは、携
帯電話基地局が倒壊・流失したほか、長期間の停電によって
蓄電池の容量が枯渇するなど、最大時で375局が中継機能
を失いました。

東日本大震災におけるNTTグループの対応重要報告

●	電柱流出、折損
	 約6.5万本（沿岸部）

電柱の倒壊

●	中継伝送路90ルート断
			（原発エリア除く）
●	架空ケーブル流出、損傷
	 約6,300km（沿岸部）

伝送路・ケーブルの切断

●	通信ビル
	 全壊：18ビル
	 浸水：23ビル

通信ビルの損壊
倒壊 流失 蓄電池容量枯渇

損壊水没 流失

蓄電池容量枯渇

管路（パイプ）破損

ケーブル切断

電柱倒壊
ケーブル切断

NTTグループ	CSR報告書	2011 6

震災による被害状況
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初の「緊急災害対策本部」を設置して関係機関
と連携
　NTT は震災発生後、災害対策基本法が定める指定公

共機関として策定・公表している「防災業務計画」に

則り、第 1非常態勢を発令し、約 30 名からなる本部

員の速やかな参集のもと、社長を本部長とする「緊急

災害対策本部」を大手町逓信ビル 6階に設置しました。

　設置後においては、NTT グループ各社の被害状況な

どを把握し、内閣総理大臣が本部長を務める国の「緊

急災害対策本部」や所管省庁、内閣府などとの窓口・

調整機能を一元化するなど、防災業務計画の円滑・適

切な遂行に努めました。

重要通信の確保に向けたグループ各社の後方支
援
　地震発生直後の初期段階においては、グループ社員

の安否確認や通信設備の被害状況の早期把握に努めた

ほか、広域かつ長時間にわたる停電により懸念された

燃料枯渇に対応すべく、グループ各社の必要燃料を一

元的に把握し、政府機関に報告・要請するなど、グルー

プ各社の通信ビルの機能維持、ならびに重要通信確保

に向けた、グループ各社の後方支援を行いました。

　また、福島第一原子力発電所の事故を発端に計画・

実施された東京電力サービスエリアにおける計画停電

時においても、グループ全体の必要燃料確保に向け、

政府機関に対し、確保要請などの調整を行い、通信サー

ビスの維持に努めました。

通信インフラの復旧活動
　東日本エリアに固定通信サービスを提供する NTT

東日本、携帯電話サービスを提供する NTT ドコモな

どグループ各社は、被災地のライフラインとなる、通

信インフラを提供する企業グループとしての公共的使

命、社会的責任を果たしていくために、1万人を超え

る NTT グループ各社や通信建設会社などの応援によ

り、通信ビルや設備の復旧活動に取り組みました。

　また、福島第一原子力発電所の事故に対しても、お

客さまの居住エリアにおける固定電話・携帯電話など

の通信サービスを復旧させるために、電力会社の協力

を得て電力を回復するとともに、当時避難区域に指定

されていた通信ビルで復旧作業を行いました。

　NTT 東日本では、最大 385 の通信ビルが通信機能を

果たせなくなり、約 150 万回線においてお客さまが通

信できない状況になりました。そこで、被害状況を個

別に検証しながら、最も早期に復旧させることが可能

な方法を検討し、NTT 西日本などのグループ会社の支

援を受け、4月末にはほぼ全ての通信ビルにおいて通

信機能を回復させました。

　また、NTT ドコモでも、サービスを維持している携

帯電話基地局の対象エリアを拡大する大ゾーン方式を

採用するなどして、4月末の段階で被災した 6,720 の

携帯電話基地局の約 9割を復旧させました。

　NTT コミュニケーションズでは、日本とアメリカや

アジアを結ぶ国際海底ケーブルの一部が被災しました

が、他ルートによる迂回救済などを実施し、国際通信

サービスの通信を確保しました。

　地震発生直後の初期段階においては、グループ社員の安
否確認や通信設備の被害状況の早期把握に努めたほか、広
域かつ長時間にわたる停電により懸念された燃料枯渇に対
応すべく、グループ各社の必要燃料を一元的に把握し、政府
機関に報告・要請するなど、グループ各社の通信ビルの機能
維持、ならびに重要通信確保に向けた、グループ各社の後方
支援を行いました。
　また、福島第一原子力発電所の事故を発端に計画・実施さ
れた東京電力サービスエリアにおける計画停電時においても、

重要通信の確保に向けたグループ各社の後方支援

移動電源車とタンクローリーによる電源救済

東日本エリアに固定通信サービスを提供するNTT東日本、
携帯電話サービスを提供するNTTドコモなどグループ各社は、
被災地のライフラインとなる、通信インフラを提供する企業グ
ループとしての公共的使命、社会的責任を果たしていくため
に、１万人を超えるＮＴＴグループ各社や通信建設会社※など
の応援により、通信ビルや設備の復旧活動に取り組みました。
また、福島第一原子力発電所の事故に対しても、お客さまの
居住エリアにおける固定電話・携帯電話などの通信サービス
を復旧させるために、電力会社の協力を得て電力を回復すると
ともに、当時避難区域に指定されていた通信ビルで復旧作業
を行いました。
NTT東日本では、最大385の通信ビルが通信機能を果たせ

通信インフラの復旧活動

地震発生後

固定
385ビル 6,720基地局

携帯

対応困難エリア＊
＊原発エリア等

サービス中断
ビル・基地局

3月28日 4月26日 4月末 6月末

46ビル 307基地局

4ビル

0ビル

岩手 16
宮城 1
福島 1

※2

※3

※1 ※1

※1 島外避難地域の島しょ部
※2 道路寸断で工事困難なエリア等
※3 5月6日時点

岩手 22
宮城 4
福島 1

福島 26

689 17 17 172

宮城 97

岩手 184岩手 21

宮城 23

福島 2
3

2 2
3

27基地局 18基地局

岩手 5
福島 1

※2

※1
3

6基地局

1万人を超える応援スタッフとともに復旧活動を推進NTTグループ（事業会社）

なくなり、約150万回線においてお客さまが通信できない状
況になりました。そこで、被害状況を個別に検証しながら、最も
早期に復旧させることが可能な方法を検討し、NTT西日本な
どのグループ会社の支援を受け、4月末にはほぼ全ての通信
ビルにおいて通信機能を回復させました。
また、NTTドコモでも、サービスを維持している携帯電話基
地局の対象エリアを拡大する大ゾーン方式を採用するなどし
て、4月末の段階で被災した6,720の携帯電話基地局の約9割
を復旧させました。
NTTコミュニケーションズでは、日本とアメリカやアジアを
結ぶ国際海底ケーブルの一部が被災しましたが、他ルートに
よる迂回救済などを実施し、国際通信サービスの通信を確保
しました。

グループ全体の必要燃料確保に向け、政府機関に対し、確保
要請などの調整を行い、通信サービスの維持に努めました。

※		通信設備の構築・保守を行うパートナー企業。

東日本大震災におけるNTTグループの対応重要報告

NTTグループ	CSR報告書	2011 8
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社会インフラの復旧に向けて
　被災地域では、NTT グループの通信ビルや設備が大

きな被害を受け、一部地域において携帯及び固定通信

サービスが利用できない、またはつながりにくい状況

が多数発生しました。非常事態の中、人の安否や社会

インフラの復旧状況に関する情報は、被災者の方々は

もちろん、被災地の復旧・復興を願う国内外の人々に

とって最も重要な情報です。

　そこでNTT グループは、災害用伝言ダイヤルなどを

提供するほか、携帯電話や固定電話、インターネット

などの通信手段の確保、ICT 利活用による被災地の自

治体支援、生活環境を支える物資の提供など、様々な

取り組みを通じてNTT グループの社会的使命を果たす

よう努めました。

CSR憲章の一部を改訂

　2010 年 11 月、社会的責任 (SR) の国際標準規格である

ISO26000 が発行されました。 これを受け、事業活動の

グローバル化を進めているNTT グループでは、世界標準

に沿った形で CSR マネジメントを充実していくために、

2010 年度は CSR 憲章を改めて見直しました。その結果、

ISO26000 で重視されている「人権」と 「労働慣行」とい

う 2つの中核主題をより明確に表現するため、憲章の一

部を2011年6月に改定しました。また同様の考えのもと、

人権基本方針の制定も進めています。

　被災地域では、NTTグループの通信ビルや設備が大きな被
害を受け、一部地域において携帯および固定通信サービスが
利用できない、またはつながりにくい状況が多数発生しました。
非常事態のなか、人の安否や社会インフラの復旧状況に関す
る情報は、被災者の方々はもちろん、被災地の復旧・復興を願
う国内外の人々にとって最も重要な情報です。

　そこでNTTグループは、災害用伝言ダイヤルなどを提供す
るほか、携帯電話や固定電話、インターネットなどの通信手段
の確保、ICT利活用による被災地の自治体支援、生活環境を支
える物資の提供など、さまざまな取り組みを通じてNTTグルー
プの社会的使命を果たすよう努めました。

社会インフラの復旧に向けて

通信手段の確保と
ICT利活用

固定・携帯

インターネット

ポータブル衛星装置等を活用した特設公衆電話の設置：約3,600台
移動基地局車の配備：約30台
無料衛星携帯電話の貸与：約900台
無料携帯電話の貸与：約2,100台
無料充電コーナーの設置：約410ヵ所
無料インターネットコーナーの設置：336ヵ所
インターネットによる情報収集手段として他企業と連携したブロードバンド環境の提供

タブレット型端末の貸与：約670台
公衆無線ＬＡＮ（フレッツスポット等）の無料開放
被災された方々やボランティア活動をされている方々へ無料開放

ICTによる支援

被災者の生活支援情報（避難所・給水所や店舗等の営業状況等）をポータルサイトで提供
行政分野 ●	行政機関等への被災前後の地図情報・航空写真の無償提供

医療分野
●	避難所へのＴＶ電話等の無償提供による遠隔健康相談の実施
ボランティアグループ「東日本大震災被災者支援・継続ケア・キュアネットワークプロジェクト
（C3NP）」の活動を支援して、福島県南相馬市および岩手県遠野市で提供

教育分野
●	学校から保護者への一斉連絡システムの無償提供
●	児童生徒の学習環境の整備支援
教育分野のパートナー企業や学識経験者と協力して、タブレット型端末へのドリル教材の提供等

安否確認

災害用伝言ダイヤル 約330万件 
災害用ブロードバンド伝言板 約26万件 
災害用伝言板 約447万件 
伝言お預かり活動
被災者の方から伝言をお預かりし、被災者の方に代わり伝言をお伝えする活動

生活支援
社宅54件／約3,400戸、土地等12件の提示
自治体からの要請に基づき被災された方々の生活スペースとして提示

仮設住宅等への電話機の無償提供：当初3万台用意

その他

ＮＴＴグループとして義援金10億円の寄付
被災地支援チャリティサイトや会員制サービスのポイント交換を通じた約10億円の寄付
通信サービスがご利用いただけなかった期間の基本使用料等の無料化
被災地を産地とする農産物の社員食堂での利用

III 被災地への支援
被災地における通信手段の確保、生活環境の支援に注力

通信確保手段などの主な取り組み

※ 2011年4月27日	報道発表資料より。

NTTグループ	CSR報告書	201111

被災地への支援
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人権に関する基本方針を制定

　NTT は、世界人権宣言などをもとに、従来より、あ

らゆる差別を許さない企業体質の確立に向け、同和問

題をはじめとした様々な人権問題の解決に向け取り組

んできました。さらに人権尊重が重要であるとの国内

外の潮流を改めて認識し、人権尊重により積極的に取

り組んでいくため、持株会社として『人権に関する基

本方針』を 2012 年 6月に制定しています。

人権に関する基本方針

　NTT は、人権が重要な問題であることを確信しており、その尊重に向けた取り組みは、企
業が果たすべき社会的責任であるとの認識に立ち、安心・安全で豊かな社会を築くため、人
権を尊重する企業体質の確立をめざします。
1.   経営幹部自ら率先して、全てのステークホルダーの人権を尊重します。
2.  事業活動を通じて、同和問題をはじめとした人権問題の解決に努めます。
3.  多様性を尊重し、機会均等の推進に努めるとともに、ハラスメントのない健全な職場環
境づくりを行います。

4.  人権尊重の観点から必要の都度、業務内容等について見直しと改善を行い、事業活動へ
反映します。

5.  「人権啓発推進委員会」により、人権啓発活動の推進と活性化を図ります。
6.  NTT グループ各社の人権啓発に関する取り組みについて、積極的に支援します。

2012（平成24）年度

　また、NTT グループ各社では、集合研修や eラーニ

ング研修などを通じて、多面的・継続的に啓発活動を

推進するとともに、社員やその家族から人権啓発標語

や人権啓発ポスターなどを募集し、入選作品をカレン

ダーにして配布するなど、人権意識の高揚・定着に努

めています。

CSR報告書2013より抜粋

　NTT グループ CSR 憲章を踏まえながら、グループ一

体的な取り組みを推進するために、2008 年度に策定し

た 8つの「NTT グループ CSR 重点活動項目」について、

グループ共通の定量指標の設定を進めてきました。

　2011 年度から定量指標の設定を開始し、2012 年

度に 8項目全ての設定が完了しました。これにより、

CSR の取り組みとグループ各社の事業との連動がさら

に促進され、グループ一体となった活動を充実するこ

とができています。

重点活動項目取り組み施策の定量指標を設定
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「J-anpi ～安否情報まとめて検索～ 」
共同サイトの提供開始

　2011 年 3月に発生した東日本大震災では、通信キャ

リア、報道機関、各企業・団体等がそれぞれ安否情報

の収集・提供に取り組み、家族や知人などの安否や避

難場所を確認する手段として多くの方にご利用いただ

きました。一方で、各種安否情報が点在していたため、

利用者は様々なサイトにアクセスしないと必要な情報

にたどり着けず、時間がかかってしまうという課題も

浮き彫りになりました。

　こうした課題に対し、通信キャリア各社による災害

用伝言板の連携強化などの対策も講じられてきました

が、今回、通信キャリア各社が提供する災害用伝言板

の安否情報に加え、報道機関や各企業・団体が収集し

た安否情報もまとめて確認できる新たな共同サイト

「J-anpi」を構築することで、各種安否情報を横断的に

一括で検索することができるようにしました。

　大規模災害時に様々な企業・団体が保有する各種

安否情報を、まとめて検索・確認できるWeb 共同サ

イト「J-anpi ～安否情報まとめて検索～」の提供が

2012 年 10 月 1日から始まりました。

　さらに、2013 年度からは、連携先に東京都や千葉

市などの自治体をはじめ、大学や商工会議所が加わり

ました。これにより、自治体がまとめる避難者名簿、

大学が持つ学生の安否情報、商工会議所が持つ会員企

業の従業員・家族の安否情報など、検索・確認できる

安否情報が一層充実しました。

ICT による社会的課題の解決を目指した活動事例
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宮城県石巻・気仙沼医療圏 地域医療連
携システム

　NTT 東日本は、みやぎ医療福祉情報ネットワーク協

議会及びNTT グループ各社などと連携して「宮城県石

巻・気仙沼医療圏地域医療連携システム」を構築しま

した。このシステムは、地域における高齢化や医療資

源の不足といった課題の解決、また災害時にも医療行

為を継続できる仕組みを目指すものです。

　医療施設間の情報連携、介護在宅医療や生活支援を

実現するため、診療情報参照システムや ASP 型診療情

報支援システム、遠隔健康管理システムなどの 10 種

類のサブシステムを組み合わせ、シームレスに連携で

きる仕組みとなっています。

　また、各施設の診療情報、介護情報、調剤情報、健

康情報を標準規格で電子化、共有し、プライベートク

ラウド上にバックアップすることで、災害時の医療情

報の喪失防止や医療行為の継続が可能となります。

　このように複数のシステムを安全かつシームレスに

連携するため、NTT の研究所技術を活用した診療情報

連携基盤を採用しています。

しゃべってコンシェル

　NTT ドコモが 2012 年 3 月から提供している「しゃ

べってコンシェル」は、スマートフォンに音声で話し

かけるだけで端末が言葉の意図を判別して、各種機能

の呼び出しやアプリケーションを実行できる音声エー

ジェントサービスです。

　2012 年 6 月のバージョンアップに伴い、ユーザの

様々な質問に応答する「Q&A機能」が追加されました。

例えば、「世界で一番高い山は？」と質問すると、言

語処理技術を駆使してその質問内容を解析し、クラウ

ド上の知識データベースやインターネット検索結果を

もとに、「エベレスト」と回答を表示します。

エネルギーマネジメントシステム
（EMS）を導入して持続可能なエコモ
デルタウンを実現

　仙台市郊外で展開される「田子西エコモデルタウン

プロジェクト」は、2009 年に仙台市田子西土地区画

整理事業としてスタートして以来、産官学連携の持続

可能なまちづくりの検討が進められてきました。東日

本大震災以降は、仙台市震災復興計画におけるエコモ

デルタウンとして位置づけられ、仙台市・総務省の補

助事業を活用して設備導入が行われています。

　こうした中、NTT ファシリティーズとNTT 東日本は、

当該土地区画整理事業の業務代行者である国際航業株

式会社とともに「一般社団法人仙台グリーン・コミュ

ニティ推進協議会」を設立。復興公営住宅や戸建住宅

にエネルギーマネジメントシステム（EMS）を導入し、

高いエネルギー効率と経済性、さらには災害への強い

耐性を併せ持つ “ スマート・コミュニティ ” の実現に

取り組んでいます。

　NTT グループでは、当該地区において住宅やビルな

どの省エネルギーにとどまらず、地域全体におけるエ

ネルギー需給状況の「見える化」と「最適制御」を実

現する “ スマート・コミュニティ ” の創造に注力して

います。
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ICTによる社会のCO2削減

　地球温暖化の原因とされる CO2 をはじめとした温室

効果ガスの削減は、地球規模で取り組むべき重要な社

会的問題となっています。

　こうした中、国内最大規模のデータセンターを保有

するNTT グループでは、省エネルギー型サーバや高効

率の空調設備導入など、ICT サービス自体による CO2
排出量を削減する取り組みを進めてきました。

　一方、ICT は、書籍や音楽・映像メディアなどを製

造するための「材料・エネルギーの消費」の低減や、

業務の効率化による「人の執務」の低減、ネットワー

ク活用による「人の移動」の低減、情報のデジタル化

による「物の移動」「物の保管」の低減などにより CO2
発生を抑制できます。このように ICT は、様々な分野

で変革をもたらすとともに、暮らしや社会の環境負荷

低減にも貢献しています。

　NTT グループは、こうした ICT サービスを提供する

ことによって、社会全体の CO2 排出量削減に貢献する

という「Green by ICT」の取り組みにも注力しています。

NTTグループにおける「女性管理者倍増計画」の発表

　NTT は、グローバル・クラウド時代において競争力

を高めるためのダイバーシティ・マネジメント推進の

一環として、NTT グループにおける女性社員の管理者

への育成と登用を進め、2020 年度までに国内の女性管

理者（課長相当職以上）比率倍増を目指す「女性管理

者倍増計画」を 2013 年 12 月に発表しました。

　NTT は、激化する市場の変化や多様化するお客さま

ニーズに対応し、お客さまに選ばれ続ける “ バリュー

パートナー ” となるため、多様な人材の受容と活用に

よるイノベーション創発と企業力強化を目的に、ダイ

バーシティ・マネジメントを重要な経営戦略と位置づ

けています。

　これまで、ダイバーシティ・マネジメントについて

は、2007 年から順次、NTT グループの主要各社に専担

組織（ダイバーシティ推進室など）を設けて活動推進

に取り組んでいますが、特に女性の活躍推進について

は、育児と仕事の両立を支援する制度の充実や事業所

内託児所の設置などを進め、女性社員が安心して働け

る環境整備を進めてきました。

　また、近年では、女性社員が能力を最大限に発揮し、

やりがいと矜持を持ち、いきいきと活躍できるキャリ

ア開発の支援や、男女問わず仕事と生活の調和を図り

2013（平成25）年度
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ながら能率的に働けるよう柔軟で効率的な働き方の実

現に力を入れてきました。

　今後も、より多くの女性社員が指導的立場や経営の

意思決定の場に参画できるよう、ダイバーシティ・マ

ネジメントの取り組みを推進いたします。

女性の活躍を着実に推進するために、NTT グループは、以下を宣言します。※1

(1)2020 年度までに「女性管理者比率倍増」をめざす
〔2012 年度末実績 2.9%※ 2 ⇒ 2020 年度 6.0%〕
(2)2014 年度の採用活動から「新卒採用女性比率 30%以上」をめざす
NTT は、グループとして、従来からの取り組みをさらに強化し、男女共なる社員の多様性
受容、能力の最大化に対する意欲の向上と効率的な働き方を実現できる環境づくりを推進
してまいります。

※1今回の目標値の対象会社は、日本電信電話株式会社と日本国内における直接帰属会社及び各社の事業分担会社 ( 計 59 社 )
です。

※ 2現在の女性管理者は、約 700 名となっています。(2012 年度末 )

CSR報告書2013などより抜粋

東日本大震災の被災地を支援するボランティア活動や募金活動を継続推進

　NTT グループは、東日本大震災の被災地の復興支援

に向けたボランティア活動を継続的に行っています。

　NTT コミュニケーションズでは、宮城県七ヶ浜町を

中心に被災地支援のボランティア活動を実施していま

す。2012 年度は、5月から 9月まで毎週末にがれき撤

去などのボランティア活動を行い、計 529 人の社員が

参加しました。

　NTT ドコモでは、ドコモグループ 26 社による「東

北復興 社員ボランティア・募金活動」と「企業寄付」

を実施しています。2012 年度は、宮城県南三陸町で社

員ボランティア活動を 18 回実施し、計 549 人の社員

が参加しました。募金活動は、約 1万 1千人の有志の

社員などから社員募金を募り、グループ各社からの企

業寄付（マッチングギフト）と合わせて約 7,500 万円

の寄付を 2013 年 3 月末に行いました。加えて、2013

年度は岩手県陸前高田市でも生活環境改善などに取り

組みました。

　NTT データでは、データグループによる宮城県石巻

市周辺地域を支援する IT ボランティア活動を実施して

います。IT サービス企業として社員の知見やスキルを

活かし、パソコン教室の指導補助や、被災者の方が安

価に車を利用できるようお手伝いをされている「日本

カーシェアリング協会」の管理業務効率化の支援など

を、現地団体と連携して行っています。2012 年度は、

5月から2013年 3月まで、計22回にわたりボランティ

アを派遣し、計 92 人の社員が参加しました。この活

動を行うにあたり交通費・保険費用の支給などを行い、

社員がより参加しやすい環境を整備し、社員の活動を

バックアップしています。

がれき撤去活動の様子（NTTコミュニケーションズ） ボランティア活動の様子（NTTドコモ） パソコン教室活動の様子（NTTデータ）
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　今まで NTT グループ各社がそれぞれ実施していた

CSR の取り組みを一層浸透させることを目的として、

2014 年 2 月に「NTT グループ CSR カンファレンス」

を開催しました。

　NTT グループ CSR カンファレンスは、「NTT グルー

プ CSR 重点活動項目」に沿った CSR 優良施策をグルー

プ各社から募集し、集まった 60 以上の施策の中から、

優良施策 9点を選定。選ばれた施策の担当者をはじめ、

各社の CSR 及び環境担当者、さらには CSR に興味を持

つ社員など 140 人が集まって開催されました。

　CSR 優良施策発表会では、各施策の担当者から、施

策の目的やきっかけ、工夫したことや成果、今後の

展望などが語られ、発表後には参加者から意見や感

想、質問が寄せられました。カンファレンスの最後には、

各社の CSR 担当責任者により構成された審査員の選考

により、「社会的課題の大きさと解決の度合い」「新規性・

目新しさ」「ビジネス展開の可能性などに向けた将来性」

などの観点から、第 1 回 NTT グループ CSR 大賞とし

て 1施策が選ばれました。

　参加者からは「他社の取り組みが深いところまでわ

かった」「自社が社会に役立っていることがわかって誇

らしい」といった声が聞かれるなど、グループ社員へ

の CSR 意識の浸透を促す結果となりました。次年度以

降も継続的に開催し、より多くの施策や参加者を募り、

CSR 意識のさらなる浸透を図っていきます。

NTTグループCSRカンファレンスの様子

「NTTグループCSRカンファレンス」の開催



CSR報告書2013より抜粋

ICT による社会的課題の解決を目指した活動事例

75

CSR報告書2014より抜粋

ICT による救急医療情報システムの開発

安心・安全なクラウドサービスの利用促進に向けて
「JASA- クラウドセキュリティ推進協議会」へ参画
　クラウドサービスの急速な普及にともなって、堅牢

なセキュリティシステムの構築が社会的な課題になっ

ています。そこで、今後さらに普及が見込まれるクラ

ウドサービスにおいて、高品質で安心・安全なサービ

スの選択と利用促進を目的に、世界に先駆けてクラウ

ドサービスの情報セキュリティ監査を推進する「JASA-

クラウドセキュリティ推進協議会」が、2013 年 5月に

日本セキュリティ監査協会※ 1において設立されまし

た。NTT グループ 8社※ 2は、国内のクラウド事業者

や監査事業者25社の一員として協議会に参画し、安心・

安全にクラウドサービスをご利用いただける環境づく

りと、その健全な発展への貢献を目指していきます。

　本協議会は、クラウド事業者が行うべき情報セキュ

リティマネジメントの基本要件を定め、事業者が要件

通りに実施しているかを基準に基づいて評価し、安全

性が確保されていることを利用者に明確にする仕組み

である「クラウド情報セキュリティ監査」を軸に、「ク

ラウド情報セキュリティ監査制度」を 2014 年度をめ

どに開始する予定です。ISO/IEC27017( クラウド情報

セキュリティの国際基準 ) が 2015 年に発効し、同時

に国際認証が開始される見通しですが、本協議会が開

始する監査制度は国際標準化を先取りする試みとして、

その成果は国際標準化活動にも活かされます。

※1 経済産業省が施行した「情報セキュリティ監査制度」の浸透を図るた
めに設立された特定非営利活動法人。
※2 NTT東日本、NTT西日本、NTTコミュニケーションズ、NTTデータ、
NTTコムウェア、NTTソフトウェア、NTTPCコミュニケーションズ、NTT。

　救急医療の現場では、救急隊と医療機関の受入態勢

を共有するため、以前から IT システムが活用されてき

ました。ところが、医療機関による受入可否情報の登

録が適宜更新されないなどの課題があり、十分に活用

されていない自治体もありました。

　そこでNTT データは、自治体への新たな救急医療情

報システムについて、情報入力を、医療機関で行うの

ではなく救急隊員が行うことを提案。スマートフォン

などを用いて救急隊と医療機関が「傷病者情報」と「搬

送実績情報」をリアルタイムに共有し、救急患者をい

ち早く、最適な医療機関へ搬送

するシステムを構築しました。

　新たな救急医療情報システム

では、救急隊員が、傷病者を搬

送した実績をその都度スマート

フォンに入力します。この情報を蓄積することで、緊

急時でも受入可能な医療機関の情報が関係者間で可視

化され、「たらい回し」を抑制することができます。ま

た、救急隊員は、搬送時にデジタルペンを使って傷病

者の観察情報を電子化して登録します。登録情報は医

療機関が事前に閲覧することができるため、迅速な救

急処置の準備が可能となります。

　本案件は「NTT グループ CSR カンファレンス」にお

きまして、「第 1回 NTT グループ CSR 大賞」に選ばれ

ました。

JASA-クラウ
ドセキュリティ
推進協議会発
足記者報告会
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人権憲章の制定

「NTTグループ人権憲章」のもと、
国内外の全従業員が人権意識の向上に努めています。

　NTT グループは、世界人権宣言などをもとに、従

前からあらゆる差別を許さない企業体質の確立に向

けて、同和問題をはじめとした様々な人権問題の解決

に向け取り組んできました。近年では、ビジネスのグ

ローバル化の進展に伴い、人権尊重に対する企業の取

り組みが国際的にも強く求められる中、NTT グループ

は、積極的にグローバル展開していく企業グループと

して、その社会的責任を果たしていくため、2014 年

6月、「NTT グループ人権憲章」を制定しました。

　制定にあたっては、2010 年に発行された社会的責

任に関する国際規格である「ISO26000」や 2011 年に

国際連合人権理事会において承認された「ビジネスと

人権に関する指導原則」などを支持し、その考え方を

取り入れています。

　今後は、「NTT グループ人権憲章」制定の背景や目

的などを国内外の全従業員が理解し、それが浸透する

よう取り組みます。また、これまで同様、NTT は様々

な人権問題の解決に向けて、「人権に関する基本方針」

に基づき、取り組んでいきます。

2014（平成26）年度

NTTの研究所では、人権啓発室との連携のもと、全社員研修などを通
じて、多面的・継続的な啓発活動を推進しています。また、毎年、社員
やその家族から人権啓発標語を募集し、入選作品を表彰するなど、人
権意識の高揚・定着に努めています。

NTTファシリティーズでは、人権意識の醸成・向上に向け、役割に応じ
た階層別研修と毎年実施する全社員研修を中心に啓発活動を行って
います。加えて社外講師を招いての講話や、行政機関などが主催する
講習会への参加、人権啓発推進担当者向けのフィールドワークなどを
積極的に実施しています。

人権の尊重

　NTTグループは、世界人権宣言などをもとに、従前からあ

らゆる差別を許さない企業体質の確立に向けて、同和問題

をはじめとしたさまざまな人権問題の解決に向け取り組んで

きました。近年では、ビジネスのグローバル化の進展にとも

ない、人権尊重に対する企業の取り組みが国際的にも強く求

められる中、NTTグループは、積極的にグローバル展開して

いく企業グループとして、その社会的責任を果たしていくた

め、2014年6月、「NTTグループ人権憲章」を制定しました。

　制定にあたっては、2010年に発行された社会的責任に関

する国際規格である「ISO26000」や2011年に国際連合人権

理事会において承認された「ビジネスと人権に関する指導原

則」などを支持し、その考え方を取り入れています。

　今後は、「ＮＴＴグループ人権憲章」制定の背景や目的など

を国内外の全従業員が理解し、それが浸透するよう取り組み

ます。また、これまで同様、ＮＴＴはさまざまな人権問題の解

決に向けて、「人権に関する基本方針」に基づき、取り組んで

いきます。

「NTTグループ人権憲章」のもと、
国内外の全従業員が人権意識の向上に努めています。

2014年6月16日

ＮＴＴグループ人権憲章

私たちは、人権の尊重が企業にとって重要な社会的責任であるとの認識に立ち、
その責任を果たすことにより、安心・安全で豊かな社会の実現をめざします。

1． 私たちは※1、あらゆる企業活動を通じて、世界人権宣言をはじめ国際的に認められた人権※2を尊重します。

2． 私たちは、人権への負の影響の回避・低減に努めることで、人権尊重の責任を果たしていきます。
万が一、人権への負の影響が生じた場合には、適切に対応します。

3． 私たちは、自らが差別をはじめ人権侵害に直接的に関与しない、また間接的にも加担しないように努めます。

4． 私たちは、ビジネスパートナーによる人権への負の影響がNTTグループの商品やサービスに
直接関係している場合には、これらの関係者に対して人権を尊重し、侵害しないよう求めていきます。

人権に関する基本方針

1． 経営幹部自ら率先して、全てのステークホルダーの人権を尊重します。

2． 事業活動を通じて、同和問題をはじめとした人権問題の解決に努めます。

3． 多様性を尊重し、機会均等の推進に努めるとともに、ハラスメントのない健全な職場環境づくりを行います。

4． 人権尊重の観点から必要の都度、業務内容等について見直しと改善を行い、事業活動へ反映します。

5． 「人権啓発推進委員会」により、人権啓発活動の推進と活性化を図ります。

6． NTTグループ各社の人権啓発に関する取り組みについて、積極的に支援します。

※1 「私たち」とは、ＮＴＴグループおよびその役員・従業員をいいます。
※2 「国際的に認められた人権」とは、国際的に守られるべき最低限の基準とされる宣言、規約であり、具体的には次のとおり。
　　【国際連合】
　　〔世界人権宣言と２つの人権規約〕
　　 ● 世界人権宣言（1948年国際連合総会で採決）
　　 ● 「経済的、社会的及び文化的権利に関する国際規約」「市民的及び政治的権利に関する国際規約（1966年国際連合総会で採択、1977年発効）
　　【国際労働機関（ILO）】
　　〔ILO宣言の中核８条約上の基本原則〕
　　 ● 労働の基本原則及び権利に関する国際労働機関（ILO）宣言（1998年第86回国際労働総会で採決）

NTTは、人権が重要な問題であることを確信しており、その尊重に向けた取り組みは、
企業が果たすべき社会的責任であるとの認識に立ち、安心・安全で豊かな社会を築くため、
人権を尊重する企業体質の確立をめざします。

　NTTグループ各社では、集合研修やeラーニング研修など

を通じて、多面的・継続的に啓発活動を推進するとともに、社

員やその家族から人権啓発標語や人権啓発ポスターなどを

募集し、入選作品をカレンダーにして配布するなど、人権意

識の高揚・定着に努めています。

　NTTコミュニケーションズでは、「グローバル企業としての

人権尊重」と「職場の人権」をテーマとしてストリーミングを

取り入れたeラーニングを実施しました。

　またNTTドコモでは、グループ全社員（派遣社員を含む）約

38,000人を対象にコンプライアンス・人権意識の把握を目的

としたアンケートを実施し、コンプライアンスや人権に対する

意識は全般的に高いものの、さらなる意識向上を図っていく

必要がある項目も明らかになりました。

　この結果を踏まえて、2014年度は、職場でのコミュニケー

ションの促進に向けた取り組みや、コンプライアンス・人権に

関する継続的な情報発信に注力していく予定です。

グループ各社における人権教育の推進

グループ一丸となった組織的な人権啓発

NTTでは、階層別の人権啓発研修を実施するとともに、新たに

制定した「NTTグループ人権憲章」のグループ各社への理解・

浸透を図るためグループ統一的なeラーニング研修を計画して

います。

NTTドコモでは、人権に対する社員の意識を高めるため、各組織でe

ラーニングや映像教材などを活用した研修を実施するとともに、経
営幹部を含む階層別の研修や、リスク・コンプライアンスリーダーの
研修にも積極的に取り組んでいます。

NTTアイティでは、独自に制定した「企業倫理行動規範」の事例集に、
人権関連の5事例を掲載しています。また、全従業員を対象とした
「ハラスメント研修」（4月）と「企業倫理研修」（10月）を、ぞれぞれ年1

回実施しています。

障がいのある社員がともに働く特例子会社、NTTクラルティでは、管
理者を対象とした人権啓発研修を、社長が講師として実施していま
す。加えて、社員向けのCSR・企業倫理研修の実施や、人権標語の募
集など、さまざまな取り組みを推進しています。

NTTコムウェアでは、全社員を対象としたeラーニング研修をはじめ、
新入社員導入研修や新任課長・新任主査研修など、さまざまな人権
啓発研修を実施しています。また、「コミュニケーションの向上」や
「社員が社員を育てる職場風土づくり」を目的とした「職場学習会」に
も取り組んでいます。

国内のNTTデータグループ全社員を対象に、職場単位で開催する
「人権啓発職場学習会」を実施しています。そのほかに階層別研修や
採用関連研修などで人権教育を行っています。また、海外赴任する
社員が増加していることを踏まえ、赴任国・地域の宗教・文化・習慣な
どを理解するための事前研修を実施しています。

NTTグループ CSR報告書 2014145
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　NTT は、2020 年に向けて、スマートフォンなどの新

たなデバイスの普及や IoT（Internet of Things：モノ

のネットワーク技術）の急拡大などによる膨大なネッ

トワーク通信量のマネジメントや、急増・巧妙化する

サイバー攻撃への対策などに向けた安心・安全・快適・

確実な情報通信基盤の確立、また、観客や訪日外国人

など世界中の人々に対して、ICT 技術を活用した世界

最高水準の体験・感動を提供すべく研究開発を推進す

ることを発表しました。

　今回、NTT の研究所では、2020 年に向けて、以下の

コンセプト・技術を開発いたしました。

1. 訪日外国人などに向けた新たな「おもてなし」

訪日外国人向けの観光案内ナビ、交通・移動支援ナ

ビ、観光ガイドする “ぬいぐるみ "など

2. スタジアム内や遠隔地などでの新たな「スポーツ観戦」

マラソン選手情報などを提示する観戦支援、遠隔地

でも競技そのものを 3D再現、ヘッドマウントディ

スプレイを着用して競技中の選手目線でスポーツ観

戦 など

3. アマ・プロ向けの「スポーツ上達支援」

ウェアラブルシャツによる力みと緊張をフィード

バックし、スポーツ上達のアドバイス

 今後も、NTT では、様々なパートナーとのコラボレー

ションを通じ、これまでにない「最高のおもてなし」

を世界中の人たちに提供すべく、研究開発を推進して

まいります。

2020年に向けた研究開発を推進
～「おもてなし」や「スポーツ観戦」、「スポーツ上達支援」などの
コンセプト・技術を開発～

バチカン図書館における歴史的手書き
文献のデジタルアーカイブ事業に参画
　NTT データは、2014 年 4月よりバチカン図書館が進

める同館所有の人類貴重資産文献などの「長期保存事

業」に参画することになりました。同館に所蔵されて

いる2世紀から20世紀に書き残された約8万2,000冊、

約 4,000 万ページに及ぶ人類の歴史遺産とも言える手

書き文献のデジタル化及び長期保存を目的とした事業

です。

　初期事業では約 3,000 冊の手書き文献を 4年間でデ

ジタル化し、将来的には約 8万冊全ての手書き文献を

デジタル化する大規模プロジェクトとなる見込みです。

これによって日々劣化の進む「人類史上極めて貴重な

多岐分野にわたる歴史的手書き文献」を、高精細なデ

ジタルデータとして長期保存し、広く公開することで、

学術的・文化的な利用価値を高めることができると考

えています。

　2014 年 10 月 20 日より順次バチカン図書館によっ

て本格公開され、年度内をめどに公開文献数の増加に

対応するための、検索機能等機能拡充を図る予定です。

学校と家庭を ICTでつなぐ
「教育スクウェア× ICT」フィールド
トライアル
　NTT グループは、“ 教育スクウェア×（バイ）ICT"

フィールドトライアルとして、2011 年度第 1四半期か

ら 2014 年 3 月までの期間、全国 5自治体の公立小 (9

校 )・中学校 (3 校 ) で、小学校 5 年生には算数 / 理科

/ 社会、中学生には英語の授業において、ICT を活用し

た授業を実践してきました。学識経験者や教育事業者

などの協力を得て、国の公教育 ICT 化の取り組みを踏

まえ、国の施策と連携して取り組んできました。

　2012 年度のフィールドトライアルは、小学校では主

に 2つのテーマを中心に実施しました。一つは「授業
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での ICT 利活用促進」で、各先生方がこれまでの ICT

活用実践で得た経験とノウハウを活かし、授業の中で

日常的に ICT を利活用できるよう機能改善やサポート

の充実を図りました。もう一つは「家庭学習の充実」

です。児童のタブレット端末での学習状況に応じてポ

イントを付与し、その蓄積によりキャラクターが成長

したり、トロフィーが獲得できる「ゲーミフィケーショ

ン」要素を取り入れたことで、家庭学習の促進につな

がりました。

　また中学校では、英語の基礎力定着に向けて、

語彙記憶ツール「iKnow ！」と発音練習ツール

「EnglishCentral」を活用した反復学習を実施。その後、

オーストラリアの学校とテレビ会議システムでつなぎ、

同世代の生徒同士で交流することで楽しみながらコ

ミュニケーション能力の向上を図りました。

　これらの ICT 活用により、子どもの関心・意欲・思

考力・表現力などの向上が見られました。先生からは

「シミュレーション教材で試行錯誤することで思考力の

向上につながった」「電子黒板を活用することで発表意

欲が向上した」などの声があがっています。

　またタブレット端末と電子黒板を連動させる機能を

活用し、各自の解答をクラス全員で共有することで考

えを深め合う協働学習が活発に行われました。先生か

らは、「異なる意見を比較し合うことで、児童同士のコ

ミュニケーションが生まれ、新たな気付きを与える授

業ができた」などの声があがっています。

　2013 年度は新たな取り組みとして、「簡単・柔軟な

授業支援の仕組みの提供」や「先生用タブレット端末

の提供」などを実施しました。

　2014 年には、“ 教育スクウェア× ICT" フィールドト

ライアルの取り組みをまとめた「“ 教育スクウェア×

ICT" フィールドトライアルレポート『教育 ICT の現場

から』」を発行しました。

スマートシティアプリケーションの実現
へ向けた自治体及び市民とのグローカル
なアプローチの実証実験を開始
　NTT 東日本、慶應義塾大学 SFC 研究所、大学共同利

用機関法人 情報・システム研究機構 国立情報学研究

所、NTT 及びパナソニック システムネットワークス

株式会社は、欧州委員会 (EC) が実施する Framework 

Programme 7(FP7) と連携して、独立行政法人情報通

信研究機構が研究委託する「新世代ネットワークの実

現に向けた欧州との連携による共同研究開発」の一環

として、東京都三鷹市及び神奈川県藤沢市の協力のも

と、両市において実証実験を開始しました。

　本共同研究開発は、2013 年 4 月から 2016 年 3 月

までの 3 カ年の予定で、「モノのネットワーク技術

(IoT:Internet of Things)」をクラウドコンピューティン

グと融合させ、共通のサービス基盤を用いたスマート

シティサービスを実現することで、新規サービスの創

出に要する金銭的かつ時間的コストの短縮化を図るこ

とを目的に進めています。また、都市のスマート化を

日欧で推し進めるための、強力かつ長期的な相互協力

関係を醸成することも目的の一つとなっています。
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大規模災害時、通信の即時回復を可能
とする「ICTカー」の開発
　NTT は、東日本大震災の教訓を踏まえ、東北大学、

富士通株式会社、NTT コミュニケーションズと共同で

推進している研究開発プロジェクトの一環で、大規模

災害時に通信の即時回復を可能とする ICT カーを開発

しました。

　開発した ICT カーは、通話や情報処理などの ICT 環

境の提供に必要な装置類をコンパクトに収容したバン

タイプの自動車です。

　大規模災害時、ICT カーを被災地に搬送・設置する

ことで、半径 500m エリア内のスポットを短時間に

Wi-Fi エリア化し、エリア内の被災者に ICT 利用環境を

即時に提供します。例えば、通話機能であれば、被災

者の方が契約する通信キャリアに関係なく、ご自身の

スマートフォン、いつもの電話番号のままで、Wi-Fi エ

リア内にいる相手との通話を可能とします。また、光

回線や衛星回線を通して ICT カーを広域網に接続する

ことで、被災地の外側にいる相手との通話やインター

ネットの利用も可能にします。

　また、ICT カーには、「被災者データ収集システム」

を搭載しています。従来、大規模災害下では、避難所

での安否確認や管理が紙ベースの手書き情報で行われ

ていました。本システムは、安否情報について、顔写

真と免許証や学生証などに書かれた情報（氏名・住所・

性別・年齢など）をタブレット端末のカメラ機能を活

用して撮影し、システムに登録することで、簡単即時

に被災者情報のデータベース構築を可能とします。

　ICT カーなどの「移動式 ICT ユニット」は、2013 年

11 月の台風で大きな被害を受けたフィリピン セブ島

の被災地において、国連プロジェクト (ITU プロジェク

ト ) として実施された通信の即時回復を可能とする実

証実験（2014 年 12 月から 2015 年 9 月まで）に提供

されました。

人と社会のコミュニケーション 持続可能な社会への取り組み

ディメンションデータは、生徒たちの学力向上を支援する

ために、1996年から高等教育機関や学習開発機関と連携し

て「土曜学校」を開いています。これは、南アフリカ共和国ハ

ウテン州の11年生から12年生（日本でいう高校2・3年生）を

対象にしたもので、2年間にわたって、数学、物理科学、生命

科学、英語、コンピューター、ソフトスキルなどのほか、高校

卒業後の生活に備えてリーダーシップや起業家能力、コミュ

ニケーション能力などを身に付ける支援も実施しています。

これまでに支援した生徒の数は約800名にのぼり、毎年

100名の生徒が土曜学校に参加しています。2012年10月に

は、「エチケットランチ」という昼食会を開催しました。この昼

食会は、生徒たちの取り組みやその努力を称える目的で開催

され、それぞれの体験談などを共有したほか、将来の計画に

ついて語り合いました。

また2013年7月には、土曜学校に参加している12年生を

対象に、2日間にわたる「土曜学校就労体験活動」を開催。

ディメンションデータをはじめ、インターネット・ソリューショ

ンズ社、ブライトハウス社、3フィフティーン社の従業員がボ

ランティアとして指導にあたり、生徒たちは実際のビジネス

がどのようなものかを学ぶ機会となりました。

今後も、青少年の生活と未来のために「土曜学校」を通じ

て積極的に貢献していきます。

「エチケットランチ」の様子

「土曜学校就労体験活動」の様子

「土曜学校」を通じて
生徒たちの“生活と夢”を支援

共同研究の全体像

NTT東日本とNTT未来ねっと研究所、NTTコミュニケー

ション科学基礎研究所は、2013年4月、慶應義塾大学SFC

研究所、国立情報学研究所、パナソニック システムネットワー

クス（株）とともに、独立行政法人情報通信研究機構から「新

世代ネットワークの実現に向けた欧州との連携による共同研

究開発」を受託しました。同年7月には、東京都三鷹市および

神奈川県藤沢市と共同研究検討に関する協定を締結し、「モ

ノのネットワークとクラウドを融合するネットワークサービス

基盤」に関する共同研究を本格的に開始。2014年度から両

市においてフィールドトライアルを実施する予定です。

この研究は、さまざまなモノに各種センサを取り付け、そ

の情報をネットワーク経由で収集・処理・フィードバックする

「モノのネットワーク技術（ IoT：Internet of Things）」と、ク

ラウドコンピューティング技術を融合するネットワークサービ

ス基盤技術の研究開発を推進するためのものです。

また、この研究によって共通のサービス基盤を構築するこ

とが可能になれば、新規サービスの創出に要する時間やコス

トが軽減され、さまざまなサービスの実現が期待できます。

なお、この研究はEUの共同研究者との連携のもとに進め

られ、日欧双方のスマートシティに関わる経験、技術を組み合

わせることで、日欧で適応可能なネットワークサービス基盤

の実現をめざします。

「モノのネットワークとクラウドを融合する
ネットワークサービス基盤」の共同研究開発を受託

クラウド

アプリケーション さまざまな
City Service

データの統合
品質管理

エラーの自動除去

提供
蓄積
変換
収集

ICT
プラットフォーム

インフラ
ストラクチャー

■ 地域社会の経済活性化に貢献するサービス
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